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一般的に中高年者の認知・記憶機能は、加齢の
影響によって低下していくといわれている（たと
えば、石原、2008a, b）。しかしながら、高齢者
が日常生活を営むうえで、加齢の影響によって認
知・記憶のどういった側面が衰退、低下している
かを、主観的に高齢者自身がどのように感じてい
るかに関して、老年心理学の分野では研究が行わ
れていない。そこで、日常認知・記憶のどのよう
な側面において支障をきたしていると感じてい
るかを明らかにすることを目的とし、研究を行う
ことにした。

第 1 回目の調査（石原、2010）では、高齢者自
身が日常生活を営むうえで、認知・記憶のどのよ
うな側面において支障をきたしていると感じて

いるかを明らかにすることを目的とし、質問項目
124 個を作成し、高齢者を対象として調査を行っ
た。因子分析の結果、「環境認知」、「記憶」、「歩行」、

「認知的失敗」、「運動」、「最新の情報機器」に関
する合計 6 因子が抽出された。

しかしながら、項目の整備が必要であった。ま
ず、高齢者にとってよりわかりやすい表現に質問
項目を変更する必要があった。

また、歩行や運動に関する因子は、体力測定に
関する質問紙（衣笠、2000）があることから、こ
れらの因子に関する項目を含む必然性がなくな
った。

さらに、第 1 回目の調査（石原、2010）におい
て質問項目の因子分析を行ったが、因子構造や因
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子の命名において新たに追加する必要のある尺
度が考察された。まず、自伝的記憶に関する項目
が因子のなかに混在していたため、新たに自伝的
記憶の項目を追加する必然性があった。また、第
1 回目の調査（石原、2010）では「人の喜びの表
情がわからない」などの表情認知、「楽しみにし
ていた予定や約束を忘れてしまう」などの展望的
記憶、「忘れないようメモやカレンダーを利用し
ている」などの記憶補助（記憶補助装置）に関す
る項目は含まれていなかった。これらは高齢者に
とって重要な側面であると考えられるので新た
に追加することにした。

本調査では、テストバッテリーとして、上記の
日常認知・記憶 72 項目に加えて、新たに既存の
体力（衣笠、2000）および認知的失敗の質問紙
を加えることにした。なぜなら、体力に関して
は、第 1 回目の調査（石原、2010）の結果から、
第 3 因子に「歩行」に関する因子が抽出されたた
めである。認知的失敗に関しては、わが国では
標準化された質問紙がないことから、先行研究

（Broadbent, Cooper, Fitzgerald, & Parkes, 1982；
Reason, 1993）を参考にし、新たに質問項目を作
成した。

また、本来ならば記憶になんらかの障害があ
ると自覚している患者に用いる MAC-Q（Crook, 
Feher, & Larrabee, 1992）を加えることにした。
なぜなら、6 項目と項目の個数が少なく、項目の
内容が記憶に関連していると考えられるので採
用した。

さらに、日常認知・記憶に関して、注意が密接
に関連していることも考えられる。しかしなが
ら、注意に関してもわが国では標準化された質問
紙がないことから、新たに作成することにした。
そして、日常認知・記憶との関連を検討すること
にした。

以上、第 1 回目の調査（石原、2010）の結果お
よび考察を基に、再度、中高年者の主観的な日常
認知・記憶を測定するための質問紙の改訂版の検
討を行うことを目的として、調査を行った。

方　　法
　

　対象者　栃木県老人大学校受講者 450 名であっ
た。回収された 366 名が分析の対象であった（回
収率 81.3%）。年齢は 61 ─ 88 歳であり、男性 225
名の平均年齢は 68.5 歳（SD ＝ 5.0）、女性 141 名
の平均年齢は 67.7 歳（SD ＝ 4.8）であった。分析
対象者の男女 5 齢ごとの内訳を Figure 1 に示し
た。

評価項目　対象者の属性を調べるために、年
齢、性、学歴、主観的健康感、視聴覚や歩行の不
自由さなどの項目を用いた。

日常認知・記憶の調査項目には、第 1 回目の調
査（石原、2010）で用いた高齢者の日常認知・記
憶の評価表の項目の文章表現を大幅に改訂した。
また、質問項目の反応項目を頻度に変更した。自
己認知そのほかの日常生活に関する項目、運動、
歩行に関する項目、認知的失敗（Reason, 1984）
は削除した。表情認知に関する 6 項目、展望的記
憶の 10 項目を新たに追加した合計 72 項目を用い
た（Figure 2 参照）。

テストバッテリーには日常認知・記憶に密接に
関連すると考えられる既存の体力、MAC-Q、新
たに作成した分配的注意、認知的失敗も加えた。

体力（衣笠、2000）の質問項目に関しては、「階
段をあがったり、おりたりできる」、「 飛び上が
ることができる」、「歩いている他人を早足で追い
越すことができる」、「倒れた自転車をおこすこと
ができる」、「靴下、ズボン、スカートを立ったま
ま、支えなしにはける」などの 14 項目であった。

MAC-Q（Crook et al., 1992）に関しては、「1．

Figure1. 分析対象者男女５齢ごとの内訳
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たった今、紹介された人の名前を覚えているこ
と」、「2．毎日あるいは毎週のように使う、電話
番号や郵便番号を思い出すこと」、「3．家や職場
などで、もの（例えば、かぎ）を置いた場所を
思い出すこと」、「4．たった今読み終えた新聞や
雑誌の特定の記事を覚えていること」、「5．店や
薬局に行ったとき、何を買うか覚えていること」、

「6．全体的に、18 歳頃と比べて、現在のあなた
の記憶力はどの程度だと思いますか」の 6 項目
であった。

新たに作成した分配的注意に関しては、「 テレ
ビ番組を見ながら、誰かと話しをすること」、「大
勢の人達が回りで話をしている中で、誰かと話し
をすること」、「 誰かと話しをしながら、歩くこ
と」、「 家事や雑用をこなしながら、考え事をす
ること」などの 11 項目であった。

新たに作成した認知的失敗に関しては、「言お
うと思っていたことを、忘れてしまった」、「しな
ければならないことを、思い出せなかった」、「つ
いさっきまでしていたことや、いた場所が思い出
せなかった」、「親しい人の名前やよく知っている
場所や物の名前をすぐに思い出せなかった」の
15 項目であった。

手続き　日常認知・記憶の質問項目に関して
は、「まったくない」─「いつもある」までの 5
件法とし、1 ─ 5 点を付与した。調査は質問紙を
老人大学の受講時に対象者に配布し、自宅で自己
記入し、郵送するよう教示した。　

倫理面への配慮　本研究は倫理面の配慮に努
力した。調査を行う際、研究の趣旨、期待される
成果などを対象者に説明した。本人から同意の確
認後、調査を行った。調査から得られたデータは、
厳重に管理し、プライバシーの保護にも最大限の
注意を払っている。

結　　果
　

因子分析の結果
日常記憶・認知の 72 項目について因子分析を

行なった。主成分法で因子を抽出後、スクリープ
ロットにより 7 因子に決定し、バリマックス法で
直交回転を行なった。因子分析の結果は、質問項

目を因子ごとに因子付加量の高い順に並べ、 .40
以上の因子負荷量の項目のみを Figure 2 に示し
た。なお、回転前の第 7 因子の固有値は 1.64、累
積寄与率は 44.7% であった。

因子構造および因子の命名は、以下の通りであ
った。

第 1 因子には、「覚えていることが難しい」、「思
い出そうとするが、思い出せない」、「思い出すの
に苦労する」、「電話番号が覚えられない」などの
項目が含まれていた。「覚えていることが難しい」
の項目は、貯蔵に関する因子と考えられる。「思
い出そうとするが、思い出せない」、「思い出すの
に苦労する」の項目は、検索に関する因子と考
えられる。「電話番号が覚えられない」の項目は、
符号化の因子に関すると考えられる。これらの符
号化、貯蔵、検索は記憶の最も基本的な働きであ
る可能性があることから、「符号化・貯蔵・検索
に関する記憶」に関する因子と命名可能であっ
た。

第 2 因子には「予定や約束を忘れてしまって、
人に迷惑をかけてしまう」、「楽しみにしていた予
定や約束を忘れてしまう」、「待ち合わせの時間を
忘れてしまう」、「人から大事なことを頼まれて
も、何であったかを思い出せない」などの項目が
含まれていたので、「展望的記憶」に関する因子
と命名可能であった。

第 3 因子には、「人の喜びの表情がわからない」、
「人の恐れの表情がわからない」、「人の悲しみの
表情がわからない」などの項目が含まれていたの
で、「表情認知」に関する因子と命名可能であっ
た。

第 4 因子には、「駅のトイレの位置がわかりに
くい」、「電車の行き先の掲示板が見にくい」、「電
車の乗り換えがわかりにくい」、「道路の信号の色
がわかりにくい」、「公衆トイレの男女の標識がわ
かりにくい」などの項目が含まれていたので、「環
境認知」に関する因子と命名可能であった。

第 5 因子には、「20 歳代の頃のことが思いだせ
ない」、「小学生の頃のことが思いだせない」、「40
～ 50 歳の中年のことが思いだせない」の項目が
含まれていたので、「自伝的記憶」に関する因子
と命名可能であった。

第 6 因子には、「コンピュータを使えるように
なりたい」、「インターネットを使えるようになり
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Figure 2. 日常認知・記憶の質問項目の因子分析の結果
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たい」、「コンピュータを使う」などの項目が含ま
れていたので、「最新の情報機器」に関する因子
と命名可能であった。

第 7 因子には、「手帳を使う」、「忘れないよう
にメモやカレンダーを利用している」、「忘れない
ように工夫している」などの項目が含まれていた
ので、「記憶補助」に関する因子と命名可能であ
った。

加齢の影響
標準因子得点に及ぼす加齢の影響について検

討した。65 歳未満、65 歳以上 75 歳未満、75 歳
以上の 3 群にわけ、因子ごとに標準因子得点を算
出した（Figure 3）。図が示すように、「表情認知」
や「自伝的記憶」の標準因子得点は、年齢による
顕著な違いが見出せなかった。しかし、「符号化・
貯蔵・検索に関する記憶」、「最新の情報機器」、「環
境認知」、「展望的記憶」、「記憶補助」については
75 歳以上の群で得点が低くなる傾向がみられた。

　
テストバッテリー間の相関係数

年齢、女性を 0、男性を 1 とする性、教育年数、
主観的健康感の得点、体力の総得点、MAC-Q（記
憶）の総得点、分配的注意の総得点、認知的失敗
の総得点の相関行列を求め、Figure 4 に示した。

図が示すように、高い相関係数の値は見出せな

かった。
例外として、体力と主観的健康感の間において 

-.40、MAC-Q と分配的注意および認知的失敗の
間において、それぞれ -40、-40 分配的注意と認
知的失敗の間において .37 の相関係数の値が得ら
れた。これらの結果は、相関はみられるが、相関
係数の値は低く、弱い相関であったことを示して
いる。

標準因子得点とテストバッテリーとの相関係数
7 因子それぞれの標準因子得点とテストバッテ

リーとの相関係数を算出し、Figure 4 に示した。
図が示すように、高い相関係数の値は見出せな

かった。
例外として、日常認知・記憶の第 1 因子の「符

号化・貯蔵・検索に関する記憶」に関する因子と
MAC-Q の間において .51 および認知的失敗の間
において .52、日常認知・記憶の第 2 因子の「展
望的記憶」と認知的失敗の間において .52 の相関
係数の値が得られた。これらの結果は、いずれの
相関係数の値は、かなりの相関があったことを示
している。

　

Figure 4. 対象者の属性および体力、MAC-Q、配的注意、
認知的失敗の総得点間の相関係数の結果

Figure 3．3 群の日常認知・記憶の７因子の標準因
子得点の結果

Figure 5. 日常認知・記憶の7因子と属性および体力、
MAC-Q、分配的注意、認知的失敗の総得点間の相関係数
の結果
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　考　　察

高齢者自身が日常生活を営むうえで、認知・ 
記憶のどのような側面において支障をきたして
いると感じているかを明らかにすることを目的
とし、調査を行った。

因子分析の結果、第 1 因子に「符号化・貯蔵・
検索に関する記憶」、第 2 因子に「展望的記憶」、
第 3 因子に「表情認知」、第 4 因子に「環境認知」、
第 5 因子に「自伝的記憶」、第 6 因子に「最新の
情報機器」、第 7 因子に「記憶補助」と命名可能
な合計 7 因子が抽出された。

まず、これらの７因子について考察する。第 2
因子に「展望的記憶」、第 3 因子に「表情認知」、
第 7 因子に「記憶補助」に関する因子が抽出され
た。これらの因子に関しては、新たに質問項目を
追加したためであり、予想通りの結果が得られた
といえよう。これらの因子は、高齢者が日常生活
を営むうえで重要な側面であるといえよう。

第 5 因子に「自伝的記憶」に関する因子が新た
に抽出された。これらの質問項目に関して、予備
調査（1）では、第 5 因子の「運動」に関する因
子に混在していた。具体的には、「二十歳前後の
頃の出来事をよく覚えている」、「40 ～ 50 歳ごろ
の中年の頃の出来事をよく覚えている」の質問項
目であった。これらの項目に対して、反応項目
は「とてもよくあてはまる」─「あてはまらない」
までの 4 件法であった。調査対象者からも指摘
があったように質問項目と反応項目が合致せず、
回答が容易でなかった可能性が考えられる。その
ため、第 1 回目の調査（石原、2010）では「自伝
的記憶」の因子が抽出されなかったとも考えられ
る。本研究において新たに抽出された「自伝的記
憶」の因子は、高齢者の日常認知・記憶に関与す
る可能性が示唆された。

第 1 因子に「符号化・貯蔵・検索に関する記憶」、
第 4 因子に「環境認知」、第 6 因子に「最新の情
報機器」に関する因子が抽出された。これらは第
1 回目の調査（石原、2010）においても抽出され
た因子であり、因子の再現性が示唆された。当然、
これらの因子も高齢者が日常生活を営むうえで
重要な側面であることが示唆された。

以上、因子分析の結果から、「符号化・貯蔵・
検索に関する記憶」、「展望的記憶」、「表情認知」、

「環境認知」、「自伝的記憶」、「最新の情報機器」、
「記憶補助」などが高齢者にとって重要な側面で
あることが示された。

標準因子得点に及ぼす加齢の影響について検
討した。64 歳以下、65 ─ 74 歳、75 歳以上の 3
群にわけ、因子ごとに標準因子得点を算出した。
その結果、「表情認知」や「自伝的記憶」の標準
因子得点は、年齢による顕著な違いが見出せなか
った。「表情認知」や「自伝的記憶」に加齢は大
きく影響しないことは直感的にも理解できよう。
つまり、人の表情を読み取る能力は、主観的にそ
う衰えたと高齢者は感じないことが推察される。
また、高齢者にとって遠い過去の記憶である「自
伝的記憶」も容易には変容しないことが推察され
る。

しかし、「記憶補助」、「展望的記憶」、「環境認
知」については、75 歳以上のいわゆる後期高齢
者とよばれる群において得点が低くなる傾向が
みられた。将来のことを記憶する「展望的記憶」
や外界の事物を認知する「環境認知」が主観的に
低下するのは容易に推察される。しかしながら、
予想外であったのは「記憶補助」に関してである。
65 ─ 74 歳では記憶補助を頻繁に使うが、逆に、
75 歳以上では頻繁に用いない可能性が示された。
加齢の影響によって記憶低下があるにもかかわ
らず、もし、記憶補助は使用しないことが事実で
あるとすれば、大いに問題である。

本調査では、日常認知・記憶の項目を明らか
にするためにもテストバッテリーとして体力、
MAC-Q、分配的注意、認知的失敗の項目を用いた。
結果は、それらの得点について相関係数の値を算
出し、性や年齢などの関連を検討した。その結果、
概してほとんど相関がみられなかった。

体力と健康感、MAC-Q と分配的注意および認
知的失敗、分配的注意と認知的失敗では相関係数
は .40 程度であり、相関があるが低かった。理由
としては 2 つが考えられる。まず、分配的注意と
認知的失敗の両者の質問項目は、高齢者の異なる
心理的な側面を測定しているために高い相関が
みられず、低かったという可能性である。次に、
MAC-Q、分配的注意、認知的失敗は標準化され
た質問紙ではなく、信頼性や妥当性の検討の余地
がある。したがって、本来ならば、高い相関が得
られたかもしれないという可能性である。これら



7

2 つの理由が考えられるが、どちらであるかは、
本研究から明らかにすることはできなかった。

ところが、MAC-Q、分配的注意、認知的失敗
は標準化されていないにも関わらず、日常認知・
記憶の第 1 因子の「符号化・貯蔵・検索に関する
記憶」に関する因子と MAC-Q では .51、認知的
失敗では .52、日常認知・記憶の第 2 因子の「展
望的記憶」と認知的失敗で .52 の相関係数の値が
得られた（Figure 6）。ただし、高い相関ではな
かった。では、なぜ高い相関ではなかったのだろ
うか。その理由として、MAC-Q に関しては、健
常者に用いることに無理があることが示唆され
る。認知的失敗に関しては、質問項目が記憶の忘
却や検索の失敗に関する内容が多く含まれてい
る。したがって、日常認知・記憶の項目と認知的
失敗の項目は、高齢者のおなじ側面を測定してい
る可能性が推察される。いずれにせよ、高齢者に
とって日常認知・記憶と認知的失敗の両者は重要
な側面であることが示唆された。

分配的注意に関しては、調査対象者数十名から
も指摘を受けたことにもよるが、高齢者は加齢の
影響によって注意を分配できないと自覚してい
るようである。したがって、高齢者は極力注意を
分配せず、どちらか 1 つのみに注意を向ける生活
を営んでいることが推察される。したがって、分
配的注意を高齢者に聞くことがそもそも意味が
ないということである。したがって、合計得点は
妥当性を欠く可能性があると考える。

以上、日常認知・記憶の因子分析の結果、「符
号化・貯蔵・検索に関する記憶」、「展望的記憶」、

「表情認知」、「環境認知」、「自伝的記憶」、「最新
の情報機器」、「記憶補助」が重要な側面であるこ
とが示された。さらに、認知的失敗も関与する可
能性が示唆された。
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はじめに

1998 年から我が国では年間の自殺者が 12 年連
続で 3 万人を超えている。

この事態に対して、2006 年には自殺対策基本
法が施行された。その法律の目的は ｢ 自殺対策を
総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせ
て自殺者の親族などに対する支援の充実を図り、
もって国民が健康で生きがいを持って暮らすこ
とのできる社会の実現に寄与すること ｣ である。
翌 2007 年には具体的な施策として自殺総合対策
大綱が示された。

自殺総合対策大綱の基本的考え方 
・社会的要因も踏まえ総合的に取り組む
・国民一人ひとりが自殺予防の主役となる

ように取り組む 
・自殺の事前予防、危機対応に加え、未遂

者や遺族などへの事後対応に取り組む
・関係者が連携して包括的に支える
・実態解明を進める 当面、これまでの知

見に基づき施策を展開 
・中長期的視点に立って、継続的に進める

（自殺総合対策大綱より） 

また、静岡県では県をあげて ｢ 富士モデル ｣ に
取り組んでいる。これは、うつ病の人が精神科よ
りも内科に受診することが多いことから、その診
察の際に、精神的な苦痛よりも身体的苦痛に着目
しながら、必要に応じて精神科受診を進めるとい
うものである。実際に、テレビなどでは「不眠は
うつの始まり」というコマーシャルが流されてい
る。しかし、それでも減らない自殺の現状から、
2008 年には自殺対策加速化プランが発表された。

一方で、筆者自身も昨年自死遺族となった。長
女が自ら命を断ったのだ。その時、筆者及び家族
は、親戚や近所に対して娘の死が自殺であること
を伝えた。そこから、「実はうちの家族の中にも
自殺者がいる。」という多くの声を聞いた。それ
までは知らなかった自殺者の多さ、自死遺族の多
さを体感した。

実際に筆者はそれまでも自殺者が年間 3 万人を
超えていることを知ってはいたが、長女を失うま
では、その多さと重みを実感することは無かっ
た。それは、ニュースで伝えられる数値を数値と
してのみ捉えていたことに起因している。身近な
出来事が起きないと、その衝撃が毎年 3 万人いる
ことを実感するしないということは、自死遺族が

自死遺族からの声 
〜 一般者向けに書かれた書籍及び当事者研究として 〜 

吉 永 　 洋 子
 

Voices of the Suicide Bereaved:
Books for the Public and My Own Research

Yoko YOSHINAGA

日本では自殺者が 1998 年から年間 3 万人を超えている。一方で、昨年長女を自殺で亡くすまで、筆
者自身がこの数値の大きさを実感することはなかった。これは、自死遺族がその死の原因を公表する
ことができにくい状況があるのではないかと考えた。そこで、自らの原因を振り返りながらも、一般
向けに書かれた自死遺族の声を伝える書籍を研究する中で、実際に公表することが難しい、もしくは
その自殺の原因として責められた経験を持つ家族がいることを明らかにした。ここで、公表とはその
死者の死因を尋ねられた場合に、自殺と告げることと、会話の中で関係する内容があったときに、家
族の自殺に触れるということとする。

自死遺族からの声（吉永洋子） 
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自殺ということを公表しない傾向があることと
関連すると思われた。なお、この場合の「公表」
とは、自殺者の死因を聞かれたときに自殺である
と告げること、会話の中で関係する内容があった
ときに、家族の自殺に触れるということとする。

そこで、本研究において、自らの体験における
公表の意味をミクロの視点で考察する。次に、著
作として出版されている自死遺族の心情を書き
記した著書から、自死遺族が家族の自死の際に公
表をできているのか、それとも言ってはいけない
ことと思っているのかなど、自死遺族の現状を考
察する。そして、それらの考察を踏まえて、自死
遺族支援もしくは自殺予防についての提言がで
きれば幸いである。

また、「自殺」という用語を基本的には使用す
るが、文献などから引用する場合は「自死」を使
用する。それは、「自殺」という用語が一般的に
用いられていること、理由やその時の精神状態の
あり方に関らず、自ら起こした行動によって、自
らを死に至らしめる行動になっているからであ
る。

本研究においては、以下の 3 部構成で作成した。
第 1 章においては、筆者自身の喪失体験より、

長女の自殺を知ったときに、どのような苦痛を持
ちながら公表をするという経過をたどったのか
を、主観的であるがミクロの視点に立って明らか
にする。

第 2 章においては、自死遺族の著した本などか
ら、公表の有無や、その結果得たもの、傷ついた
ものを明らかにしていく。ここで、記載をしてい
る自死遺族は、自死遺族を代表するものではな
い。しかし、匿名でも自らの心情を伝えたいと思
うようになるまでの経過をたどった、喪の作業を
実践しているものと考えた。そのため、件数は少
ないが、その内容から自死遺族の現状をメゾの視
点で考察する。

第 3 章においては、第 1 章と第 2 章との比較を
通して考察をし、自死遺族が今後どのような姿勢
が自死遺族及び研究者に求められるのか、また自
殺対策総合大綱及び自殺対策加速化プランがど
のような効果があるのかを明らかにする。

本研究においては、体験者である筆者が公表と
いう経過を通してその苦痛を明らかにすること

と、他の遺族との差異を明らかにすることと、そ
の苦痛を自殺対策総合大綱及び自殺対策加速化
プランにあてはめ、その政策に関する考察を実施
する。このことにより、今後の日本における自殺
予防対策の一助となることができたら幸いであ
る。

第１章 筆者の喪失体験

筆者の長女は A 県の B 大学 2 年在学中に、借
りていたアパートで自殺をした。その手段は大量
の服薬及び飲酒した上での絞首であった。不眠の
ために精神科クリニックに通院を始めたところ
であったが、最後に残された写真からはクリニッ
クで処方されていたもの以上の量の薬を服用し
たようだ。

長女が最後に送った携帯電話のメールを見て
心配した友人により、長女は 1 時間以内には近く
の病院に搬送されたが、3 時間後に死亡が宣告さ
れた。

筆者が病院にかけつけ、長女の遺体と向き合っ
たときに自ら鬱になることは予測できた。そし
て、葬儀、アパートの解約、大学の退学などの手
続きを実施する中で、実際に多くの苦しみを経験
した。

病院で 20 年間精神科医療及び医療福祉に携わ
り、現在精神保健福祉士の養成に携わっている筆
者として、当初公表することをためらった。しか
し、結果的には自ら知り合いに長女の死を伝える
メールをした。その理由としては、遺体として長
女の身体が存在するときに多くの方に見送って
いただきたいと思ったこと、また隠しても実際に
はわかってしまうだろうと予測することができ
たこと、後で「教えてほしかった」と知り合いに
言われたら後悔すると思ったことなどである。

その結果として、弔問・通夜 ･ 告別式には多く
の方に来ていただくことができた。またその後で
も、声をかけてくださった方が多数いた。

その中で、筆者が非難されることはなかった。
長女の友人の母親たちからは、「自分たちだって
子供のことを全て理解しているわけではない。だ
から、今回のことは他人事で片付けられることで
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はない。」と言われた。
また、同様に多くの方から、「実は私の知り合

いも自殺をした」「私の家族も自殺をした」と言
う声を聞いた。自殺者が年間 3 万人を超えている
のが 12 年も続いている意味を感じることができ
た。それは、ひと言で片付けられる衝撃ではなか
った。

長女の死の直後は、同じ体験をした方の話を聞
きたいと思った。これまでも職業上ピア活動の重
要性は知っているつもりであったが、この出来事
により体感することができた。実際に、精神科医
や精神保健福祉士ではなく、友人や同様に大学生
の子供を亡くした方の話を聞きたいと思い、自殺
で子供や家族を亡くした方の本を読み漁った。

そこでは、子供が自殺したことで親戚から非難
をされた方や、子供が自殺したことを他の子供に
告げることができないでいる方が存在すること
がわかった。

筆者は現在の自殺対策が実を結ぶためには、国
民一人ひとりが自殺に対して実感を持つことが
必要だと考えた。これは、自殺総合対策大綱にお
ける「国民一人ひとりが自殺対策の主役となるよ
う取り組む」ことであると考えている。そのため
には、次章においては、現在出版されている自殺
及び自殺予防関連の図書の内容を調べる。

第２章 先行研究及びその傾向

先行研究として参考にしたものは、以下の 4 冊
である。
１．自死遺児編集委員会・あしなが育英会編

（2002）『自殺って言えなかった。』サンマー
ク文庫

２．若林一美著（2003）『自殺した子どもの親た
ち』青弓社

３．平山正実監修　グリーフケア･サポートプラザ
編（2004）『自ら逝ったあなた、遺された私』
朝日新聞出版

４．全国自死遺族総合支援センター編（2008）
『自殺で家族を亡くして』三省堂

これらの本は、全てグリーフワークのサポート
の会により監修もしくは編集されている。すなわ

ち、自死遺族の声を拾える場が、その声を発信
するプリベンションのため、そして自死遺族の
ポストベンションとなることが目的となってい
る。また、実際に会を運営する中で、この声を
世間に届ける必要性を感じて出版された書籍で
ある。

＜自殺って言えなかった。＞
この本は、自死遺児が「自殺って言えない」

という文集を出したものをベースに、その感想
及び自死遺児の対談で構成されている。文字通
り、親の死因が「自殺」ということを言えなかっ
たり、中には知らされなかったりしている。

遺児の中でも、交通事故や病死による遺児と
比べて引け目を感じていたことが明らかになる。
また、高校や大学になり、あしなが育英会の「集
い」に行って、自分だけではないことがわかり、
公表をするようになっている。従って「集い」
で公表することができるようになるのは、家族
の自死を体験してから一定の年数を経ていると
いうよりも、高校生なり大学生なりになって、「集
い」に参加したという経験があることが明らか
になっている。

　

　

　

　

　

この本は、文を作成した遺児の声だけに、統
計的価値は高いとは言えない。しかし自死した
家族は、表１のように圧倒的に父親が多いのは、
現在の日本の状況をある程度示していると考え
た。

周りへの公表に関しては、「遺体が発見された」
「行方不明になり捜索をした」など、周りに知ら
れている状況以外は「伝えなかった」「心筋梗塞
と伝えた」など、伝えていないものが多かった。
また、中には「知らされていなかった」「子ども

表１『自殺って言えなかった』に出てく
る文の自殺者との続柄数 
 資料より筆者作成 

自死遺族からの声（吉永洋子） 
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には伝えていない」などの回答があった。
その理由として、｢ 自殺＝悪いこと ｣ と思い、

「この先の縁談などに差し支える」などの心配や、
「親が自殺をしたことを知ったら、友人が離れて
しまう」ということが多かった。日本では自殺を
肯定して捉えられると言われるが、実際に自死遺
族はそう思っていないことが明らかになった。ま
た、子どもは家族の自殺の原因を自分にあるので
はないかと思う傾向や、自分が止められなかった
と思うことがあることが明らかになった。

同じあしなが育英会の奨学金を受けていなが
ら、交通事故や病気で親を失った子どもと比べて
も肩身が狭い思いをしていることが明らかにな
った。

友人との関係の心配では、「自分の親に何かあ
ると、自分とは違う人と思われる」と感じてしま
うのは、未統合なパーソナリティのあり方のみで
はなく、「自殺」という、自ら決断をして命を断
つという行為の背景にはさまざまな要因があり、
その一部として「自らの行動を振返り、その答え
がわからないから、自分の責任と思う」というパ
ターンがあると考察をしている。

＜自殺した子どもの親たち＞
この本は、タイトルどおり、子どもを自殺で失

った遺族の声を、IWG（死と遺族に関する国際
会議）の会員である著者が拾ったものである。こ
の本では、遺族の声とともに、著者が考察した自
殺の現状が記してある。そのため、この本を持っ
て、統計的に自殺の現状を明らかにすることはで
きないが、子どもを亡くした親たちが、どのよう
な思いで日々をすごしているのかが明らかにな
っている。また、この「ちいさな風の会」の動き
を紹介している。

「『ちいさな風の会』は発足からまもなく 15 年
になろうとしている遺族のセルフ・ヘルプ・グル
ープ（自助グループ）だ。現在、北海道から沖縄
まで日本全国に 200 人を越える会員がいるのだが、
この会にも、自らのいのちを閉じてしまった子ど
もの親たちが、とても増えてきている。… （途中、
省略）… 子どもを亡くした親たちは、死亡原因に
かかわりなく、犯罪を行ったわけでもないのに、
自分のことを世間に顔向けができないかのよう
に感じ、身をひそめ、生きていることそのものが

申し訳ないかのように暮らしている。そのうえ自
殺者の遺族のなかには、死因ばかりか、なくなっ
たことそのものを世間に秘して暮らしている人
も少なくない。」1）

「入会当初は別の死因をあげていた人が、何年
か経てこの分科会に参加されてくることもある
し、『いつか自死の分科会に出席することが、私
の残りの人生の目標です』といった手紙を、大き
な手術を受けた直後の会員から受け取ることも
ある。」2）

この本が出版されたのは 2003 年 1 月なので、
「ちいさな風の会」が発足したのは 1988 年である。
そして、子どもが親の自殺の原因を自らのものと
感じるのと同様、もしくはそれ以上の罪責感を、
自殺した子どもの親は持っていることを紹介し
ている。また、子どもを亡くしたことは同じで
も、自殺であると会の中で伝えるにも時間がかか
ることを紹介している。その原因のひとつとし
て、周囲の人の関わりかたが大きく影響を及ぼ
す。「遺族が悲しみを表現することへのためらい
は、家族の死によって傷ついた心が、世間の好奇
と偏見、無理解の前で、言い返すこともできず、
言い訳することさえ許されないまま、一方的に傷
ついていくしかない体験を繰り返すなかで助長
されていく側面もある。」3）「自殺者の遺族は罪
責感と怒りにさいなまれながら、説明不能な行為
を理解するよう、しいられるのだ。」4）ただでさえ、
子どもの自殺によって親は罪責感を持つ。その上
で、傷つく体験を経たり、またはその可能性があ
ったりすると、なおさら遺族として公表すること
が難しくなる。

一方で、若林は「自殺は『物語』の終章にはな
りえない」5）として、「愛する人が、自死によっ
て去っていってしまったとき、理由や動悸も含
め、わからないことが人々に混乱と悲しみを引き
起こす。」6）と述べている。実際に家族の突然の
自殺は、遺族にとっては悲しみと疑問の始まりと
なる。　　

＜自ら逝ったあなた、遺された私＞
この本は、医学博士である平山正実が理事長を

務める「グリーフケア ･ サポートプラザ」での実
践や手記などを紹介している。

その中でアンケートが実施されている。回答者
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は 18 名であり、数的には少ない。しかし、自死
遺族であることを前提に答えられる方の回答と
考えると、このアンケートの意義は大きい。

そこで、「周囲の人へ自死であることを知らせ
ていますか」という問いに対して、ほとんどの人
が知らせていなかった。その中の理由としては、

「世間の偏見の目が怖い」「静かに送ってあげたか
った」などである。

また、「周囲から偏見を受けていると感じたこ
とはありますか ｣ という質問に対して、｢ 今は偏
見を感じていないが、子どもが結婚するときに相
手に知らせるかどうか不安だ ｣ という回答があ
り、自殺が偏見の対象となると考えている遺族が
いることが明らかになった。

＜自殺で家族を亡くして＞
この書籍は、全国自死遺族総合支援センターが

編集したものである。その内容は、自死遺族の手
記を中心にしながら、自殺対策全般について記し
てある。この本の目的について、全国自死遺族総
合支援センター代表幹事の杉本は「体験者、支援
者という位置づけではなく、被害者、傍観者、解
説者そのいずれでもなく、現代の私たちが直面し
ている自殺、自死という思い問題に『当事者』と
して生きている人たちの物語です。」7）と述べて
いる。

この書籍は 3 部作成となっており、１部は自死
遺族の手記、2 部は「支援者から同行者へ　とも
に歩む途上にて」として集いの運営者などが書
いている、メゾレベルの支援を表している。第 3
部は「自殺対策という < 生きる支援 > を社会で、
皆で」として、あしなが育英会、自死遺族支援ネ
ットワーク及びライフリンクがその活動をソー
シャルアクションとして報告している。

特に手記の部分では、自殺の原因の一つであっ
た多重債務の問題や、実際に家族が自死をしたた
めに付き合いを反対された恋人が去っていった
という場面もある。「後に、私の親の自死が理由
で自分の親に付き合いを反対されているとその
彼から聞かされ、初めて自死に対する偏見に直面
しました。『自殺した家の子』という烙印は『私』
を全面から否定する冷たいものでした。」8）ただ、
この手記の執筆者は自死遺族の集いを行う「分か
ち合いの会　あんだんて」を立ち上げている。

公表の面からすると、やはり心臓病などの理
由を挙げているパターンが大きい。ただ、その
後は自殺者の数の多さから、「何かの形で残さな
いと。」と、分かち合いの会を開設したり、自殺
は個人の問題ではないことを訴えたりする活動
を実施したりしている。

＜結　果＞
家族が自殺をすると、取り残された遺族の苦

痛は始まる。そこの中には、「自殺」という原因
をどのように取り扱うのかという問題も含まれ
る。特に公表という形で伝えた後、どのように
その情報が取り扱われるのかという不安は存在
する。

そこには、自殺＝自ら図った死で、道徳的に（キ
リスト教においては宗教的に）間違っているこ
とであるという思いを、遺族自身が持ってしま
うことがある。

また、自殺には何らかの要因があったと考え、
そこに気づかず、取り除けなかったことに対し
て、親だけでなく子どもも罪悪感を抱いてしま
う。また、実際に「お前のせいだ」と親族から
責められることも、遺族の心を一層傷つけてし
まう。

一方で、自殺という死因だけではなく、亡く
なったことも伏せて、葬式も出せない、生きて
いることにしている遺族も存在する。また、親
が自殺をしたことで、交際を止められた遺族も
存在する。そのため、家族の自殺後に知り合っ
た人に対しては伏せておく、という声もあった。

仲間がいるところであればともかく、実際に
は公表は難しい。しかし、受容していく中で、
分かち合いの会では、自死遺族であることが伝
えられるようになる人が多いことが明らかにな
った。一方で、誰もが公表を避けていては、自
殺者数は今のままになるのではないかという恐
れから、自殺を公表したり、分かち合いの会を
作ったりという社会的活動に結び付けている家
族もいることが明らかになった。

いずれにしても、家族の自殺は苦しみの出発
点となること、また、公表については時間がか
かることが多く、その理由としては、「自殺は特
別な死」「自殺を選ぶ人は特別な人」という印象
があり、特にうつ病との関連性において、「自殺

自死遺族からの声（吉永洋子） 
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をする人 = うつ病＝精神障害者＝特別な人」と
図式に当てはめられる傾向があることが明らか
になった。

第３章 考　察

研究を進める中で、特に印象に残ったことは、
「自殺は特別な死である」「家族が自殺をしたこと
を知ると、他の人に受け入れてもらえなくなる」
という思いを自死遺族が持っていること、中には
実際にバッシングにあった人が少なからずいる
ということである。

親が死亡したために奨学金を受けている学生
でも、その死因が病死や事故死ではなく自殺であ
ると、友人が離れていきそうに感じる学生が多い
ことも深く考えた。

ここでは、自殺＝特別な死であること、「自殺
をする人 = うつ病＝精神障害者＝特別な人」と
図式に当てはめられる傾向があること、そして自
殺という行動の一端に自分も関与していると考
えられると構想した。しかし、「うつ病」と書け
ば精神科の病気ではある。一方で感情を持つ人間
で、抑うつ的な気持ち、落ち込んだり悲しくなっ
たりしたことがない人は、ほとんどいないと考え
られる。また、実際に雑誌でプチうつの特集が組
まれたり、有名人がうつ病の体験記を出版したり
するなど、感情によって人間はゆれ動くこと、そ
してそれは根性や精神論などでは対処できない
ものであると考える。

一方、身近で自殺が起きていない人は、長女を
失う前の筆者も含めて、自殺が増えていることを
実感することができないのだと考察した。

また、厚生労働省の統計の取り方も、自殺の原
因を単一のものとしているが、実際には、自殺
に至るまでいろいろな要因が重なり合っている。
しかも、その内容では犯人探しをすることになる
ように思える。自殺に至る過程もさまざまな段階
を踏まえていくことを理解する必要がある。そし
て、その原因の一部は誰にでも起こりうることか
もしれない。

家族を自殺で失って、心のバランスも崩してい
る遺族が公表をするには、難しいこともある。そ

のためにも、自殺に対する偏見を減らし、自殺自
体は望ましくないが、その過程は誰でも起こりえ
ること、そして、そのために遺族がどのような痛
みを追うのかを今後は明らかにしていきたい。

おわりに

この小論を書こうと思ったのは、長女の自殺後
1 ヶ月半で行われた、地域のある会合に出席した
ことがきっかけである。そこで、県内でも毎年
800 人もの自殺者がいることを知った。それは、
1 日２、３件ということであり、長女がいなくな
ってから、既に 100 人もの自殺者がいるという計
算になる。筆者自身全く立ち直っていない状況
で、筆者と同様の自死遺族や知り合いの自殺で衝
撃を受けている人が 1,000 人以上いるということ
だ。「絶対に止めなくてはいけない。同じ思いを
する人がこの先増えてほしくない。」その思いで
必死であった。

また、長女の死後半年間は、自死遺族の著した
本以外を読むことができなかった。一方で、上記
4 冊の本を読む中で、自らがいかに恵まれた存在
であるのかがわかり、新たな罪悪感を覚えた。最
初に長女の死因を尋ねられたときに「自分で」と
告げることができたこと、多くの弔問客に状況を
話すことができたこと、また誰からも非難されな
かったこと、「自分を責めないで」という声をか
けられたことが大きかった。

長女宛にも、メールや手紙で、「自殺したこと
は悪いけど、そんなに苦しんでいたことがわから
なかったのでごめんね。」という内容のメッセー
ジがたくさん届けられた。誰も犯人探しをせず、
むしろ自分も原因の一部と考えている友人が少
なからずいた。

私たち自身原因探しをせず、長女の生前の様子
を長女の友人に聞くことで、長女が生きてきた足
跡をたどることができ、長女が死を選んだ理由も
おぼろげながら理解することができた。特に、長
女は死の３日前に mixi に「死にたくないよ」と
メッセージを載せている。このメッセージを見つ
けたときに、長女は生きたかったけど、生きては
いけないと思い込んでしまったことを理解する
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ことができた。同様に自殺は「したい人がする」
のではなく、他の選択肢を切り離して ｢ 死ぬしか
ない ｣ と思いつめた、視野狭窄状態に陥った人が
行うものであると理解することができた。

また、公表することに躊躇しながらも踏み切る
ことができたのは、「この身体があるうちに、多
くの方に会いに来ていただきたい。少しでも多く
の方に見送っていただきたい。」という思いがあ
ったからだと思う。特に、葬儀の前に火葬が行わ
れる地域であるため、遺体と対面をしてほしいと
いう思いが恥ずかしさや躊躇に打ち勝ったと考
えている。

この小論に出てくる事例は、文章として表すこ
とができた自死遺族の一部の体験談であり、統計
的な価値としては高くはない。実際には、文章に
残す以前に、死の理由を周りには伝えられない遺
族もたくさんいる。

今後は、分かち合いの会に参加するなど、実際
の遺族と経験を分かち合いながら、実態に即した
研究活動を実施していきたい。特に、自殺予防の
ために、自殺を特別な死ではなく、誰にでも起こ
りうることであることを伝えていきたい。

＜引用文献＞

1）若林一美著(2003)『自殺した子どもの親たち』青弓社， 
p８-9

2）１），ｐ170

3）１），ｐ15

4）１），ｐ158

5）１），ｐ20

6）１），ｐ21

7）全国自死遺族総合支援センター編(2008)『自殺で家族を
亡くして−私たち遺族の物語』三省堂、p１

8）７），p120

＜参考文献＞

１. 自死遺児編集委員会・あしなが育英会編（2002）『自殺
って言えなかった。』サンマーク文庫

２. 若林一美著（2003）『自殺した子どもの親たち』青弓社

３. 平山正実監修　グリーフケア･サポートプラザ編（2004）
『自ら逝ったあなた、遺された私』朝日新聞出版

自死遺族からの声（吉永洋子） 

４. 全国自死遺族総合支援センター編（2008）『自殺で家族
を亡くして』三省堂

５. 内閣府『平成20年版　自殺対策白書』

６. 精神保健福祉白書（2010年版）

７. 河西千秋（2009）『自殺予防学』新潮選書

８. 高橋祥友（2006）『自殺予防』岩波新書





17

１ はじめに 

ユニバーサルデザイン製品・機器の創出や開発
には、私たちが生活している社会的空間と私たち
一人ひとりが生活している個人的空間が意識さ
れている。たとえば社会的空間では公衆トイレや
駅などに見られる案内のサイン、音楽会や講演会
等が行われる公共施設の階段の手すりやスロー
プ、移動のための交通機関の座席や空間など、個
人的空間では食事の際に使用する箸やスプーン、

皿、コップや移動のための車いすなどに意識され
ている。社会的空間、個人的空間で意識され創出
や開発がされるユニバーサルデザイン製品・機器
はともにユニバーサルデザインの基本理念のも
と、それぞれの分野でそれぞれの目的をもって多
くの人に便利で使いやすい環境を提供している。
そしてそれらは、高齢社会や国際化する社会、障
害者の社会参加、経済の活性化に貢献している。 

ところでユニバーサルデザイン製品の創出や
開発の推進は、産業界や学校、行政がそれぞれ独
立して行動することもあれば、産業界、行政そし
て学校（研究機関）の３機関が連携して取り組む
こともある。この取り組みに障害者や高齢者を含
めた一般市民の参画があればさらに有益なユニ
バーサルデザイン製品・機器の創出や開発が可能
になる。 

ユニバーサルデザイン製品・機器開発の取り組
みに関し多くの企業はユニバーサルデザインの
基本理念をもとに研究を行い「ものづくり」を行
っている。企業によってはユニバーサルデザイン
製品・機器開発を企業の経営目標に掲げたりして
いる。教育機関は、学生に対してユニバーサルデ

ユニバーサルデザイン教育に関する一考察 
〜 産学官連携と障害者参画によるユニバーサルデザイン製品・機器の開発 〜 

平 井  利 明
 

A Study on the Universal Design Education: The Development of Universal Design
Products with the Collaboration of the University-Industry-Government Cooperation

and Persons with Disabilities  

Toshiaki HIRAI

要　約
福祉分野で活躍する人材の育成を担う本学におけるユニバーサルデザイン教育をより実践的なもの

にするために、地域の福祉現場を担う行政とともに実践的な新しい福祉教育の場を創り出す。そのた
めに企業・団体、大学そして行政の相互理解と協力連携を図る。さらに連携に障害者を加え、より充
実したこの分野の教育の場を創り出す。本論は、産学官連携と障害者参画によるユニバーサルデザイン
製品・機器の開発を通してユニバーサルデザイン教育と新たな福祉教育の場の創出について考察する。

キーワード : ユニバーサルデザイン 産学官連携 障害者 福祉教育

ユニバーサルデザイン教育に関する一考察（平井利明） 
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ザインに関する基礎教育やデザイン教育を行っ
たり、創出したデザインのプロトタイプの製作を
行ったりしている。またユニバーサルデザインの
必要性を社会に訴える活動などもしている。行政
は、ユニバーサルな社会的空間や個人的空間を実
現するために企業や各種団体にその指導を行な
ったり、また産業界や教育機関等の連携の橋渡し
などをしたりしている。 

行政に関して言えば、静岡県では、住む人も訪
れる人も快適と感じる「快適空間しずおか」を実
現するために、ユニバーサルデザインを県政の基
本的考え方として位置付け、ユニバーサルデザイ
ンを効果的、効率的に推進するために「しずおか
ユニバーサルデザイン行動計画」（１）を策定して
いる。この計画では、ユニバーサルデザインを次
の 5 つの柱に分類している。 

１. ユニバーサルデザインの考え方の普及
２. すべての人が暮らしやすいまちづくり
３. すべての人が使いやすいものづくり
４. すべての人に配慮したサービス・情報の提供
５. 自立と共生の社会づくり 
ユニバーサルデザインについてさまざまな取

り組み法がある中、取り組みの現状は、企業・学
校・行政それぞれが独自の調査・研究、開発を行
い、連携は必ずしも盛んではない。本学において
も行政と深く関りあったり、民間ソースを利用し
たり、民間団体と協力体制を組んだりして製品・
機器開発に積極的に取り組んできたとは言えな
いのが現実である。また学校教育は、理論等が優
先し実践がともなわないのも事実である。まして
やアイデア等を実現する「ものづくり」の教育は、
企業の協力なしに学校だけの努力だけでは困難
な一面をもっている。このため産学官連携等によ
る実践的な教育の場が必要になる。 

このような背景のもと本学では 2009 年 10 月
から 2010 年２月に渡り産学官連携と障害者参画
による「かめつるミーティング 福祉機器を開発
しよう」（2）のプロジェクトを立ち上げ実施した。
本論は、このプロジェクトの実践を通してユニバ
ーサルデザイン教育と新たな福祉教育の場の創
出について考察し論じるものである。なお製品・
機器開発を本論ではプロジェクトとして位置づ
け述べている。 

２ プロジェクトにおける
　 ユニバーサルデザイン製品・機器開発の  
　 考え方と開発の前提・目的 

本論で述べるユニバーサルデザイン製品・機
器（以降「製品・機器」と記述）開発の考え方は、
以下のとおりである。 
（1）ユニバーサルデザインの７原則 1）にとらわ

れない。 
（2）普及性や費用対効果など一般的な評価基準

をあてはめない。 
（3）個人的空間を強く意識し、障害をかかえ日

常生活に不便を感じ困っている人が純粋に
喜んでくれる製品・機器の開発をめざす。 

（4）個人的空間を強く意識することから、「そ
のひとのためだけ」に焦点をあてた製品・
機器開発とする。 

なお、これらの考え方にもとづき製品・機器開
発は、以下の前提のもとで行う。 
（1）肢体不自由者など障害者が日常生活品で不

便を感じている製品・機器について取り上
げる。 

（2）地元企業からの資金提供として500万円を
想定する。この資金提供枠内で製品・機器
開発を行う。なお資金は、製品・機器開発
のための材料費や部品等および製造の委託
費などであり、人件費は含まない。 

（3）「その人のためだけ」に焦点をあてた製
品・機器開発であるが、アイデアの創出や
プロトタイプ製作の段階においては、その
人がもつ障害の特性や生活様式にこだわら
ない。 

このような製品・機器開発の考え方と前提のも
と、本プロジェクトの製品・機器開発の目的は以
下のとおりである。 
（1）本プロジェクトに参画した障害者個人が喜

ぶ製品・機器開発をめざす。 
（2）新製品・機器開発でない場合には本プロジ

ェクトに参画した障害者個人が日常使用し
ている製品・機器をカスタマイズした製
品・機器開発をめざす。 
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３ プロジェクト推進方法 

プロジェクト推進にあたりそのステップと内
容は以下のとおりである。

 
３.１ 産業界における「ものづくり」についての

情報収集 
（1）産業界から地元で成功を収めている企業の

話しを聴くことでこれから創造・開発しよ
うとする製品・機器やカスタマイズのヒン
トを得る。 

（2）市場で販売されている製品を見ることで、
開発の背景やデザイン創出のアイデアを得
る。 

（3）「ものづくり」の考え方を学ぶ。

３.２ 障害者からの情報収集と問題点の洗い出し 
（1）プロジェクトに参画の障害者から、日常使

用している製品・機器の中で、その使用に
不便を感じたり困ったりしている製品・機
器を取り上げてもらい、それについての情
報収集を行う。 

（2）「どうして不便なのか」「どのような点で困
っているのか」「どのようなデザインであれ
ばよいか」などを聞き出す。その結果「どう
してこのようなデザインとなったのか」「不
便さ解消のためのアイデア」「困難さ解消の
ためのアイデア」などについてグループごと
にブレーンストーミングを行う。 

（3）ブレーンストーミングを行った結果をKJ法
でまとめる。 

 
３.３ アイデアの創出とプロトタイプ製作による

スペックの決定 
（1）K J 法でまとめた結果をもとに改善のため

のアイデアを出し検討を行う。 
（2）アイデアをもとに製品・機器のスペックを

検討しスペックの概要策定を行う。 
（3）概要策定したスペックを評価する。 
（4）概要確定したスペックをもとにプロトタイプ

を製作し、プロトタイプの検討を重ねる。 
（5）プロトタイプの検討から製品・機器のスペ

ックの確定を行う。確定した製品・機器製
作のためのスペックをスペックシートに完

成させる。 
（6）開発した製品・機器のスペックや特徴から

販売戦略、広報戦略ついて検討する。 
 

３.４ 製品・機器開発とプレゼンテーション 
（1）スペックにしたがいプロトタイプの製品・

機器の製作を行う。 
（2）プロトタイプの発表のためのプレゼンテーシ

ョン資料を作成する。作成にあたっては販
売戦略、広報戦略を意識したものとする。
なお並行してＣＭのための30秒のプレゼン
テーション資料も作成する。 

（3）作成したプレゼンテーション資料をもとに
プロトタイプ製品・機器の発表を行う。 

（4）開発した製品・機器の販売戦略と広報戦略
のための30秒のCM撮りを行う。 

 
３.５ プロトタイプの評価 
（1）情報提供者である障害者や来場者から質問を

受ける。またプロトタイプを実際に使用し
て見せることで開発した製品・機器の評価
を得る。 

（2）評価のレビューを行い、さらなる改善点や問
題点を検討する。また検討結果をもとにス
ペックに変更を加える。 

（3）プロジェクトの継続推進が可能であれば新た
なスペックをもとに開発を行う。

 
４ プロジェクト参画者の教育的視点での期待 

プロジェクトの実施にあたり、それぞれの参画
者に教育的視点で期待した事柄は次のとおりで
ある。 

４.１ 産業界に対して 
「ものづくり」に関し、アイデア等が製品と化

すとそれを使用する者にはアイデアから製品に
至るまでの楽しさや苦しさはわからない。たとえ
ばすばらしいデザインで使い心地がよく、評判が
よくてもその製品が生まれるまでの過程や苦労
を学生たちが理解することは一般的に難しい。学
生でなくても使う人はそのようなことを考えた

ユニバーサルデザイン教育に関する一考察（平井利明） 
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りしない。このため学生には ｢ ものづくり ｣ の苦
労や、顧客に喜ばれる「ものづくり」の在り方、
常に第一線の地位を保ちつづけるための技術の
ノウハウやデザインを生むノウハウについて伝
えてほしい。また自己のデザイン力を育成するた
めの学習法などについても伝えて欲しい。 

 
４.２ 学生に対して 

学生たちはユニバーサルデザインや福祉製品
などについて机上での学問に終始することが多
く、実践という活きた学問を与えられる機会は少
ない。福祉製品・機器開発となればなおさらであ
る。実践を多く伴わないこのような学習環境の
中、障害者を加えたこのプロジェクトを、机上の
理論を実践に活かすよい機会としてとらえて欲
しい。 

また福祉大学とはいえ、日常、障害者と触れ合
う機会は決して多くない。障害者とともに考え、
何かを共に創造していくことで障害や障害者を
理解し、ノーマライゼーションの必要性や心のバ
リアフリーの必要性を理解して欲しい。 

プロジェクトの推進の中では、障害者自身から
ユニバーサルデザイン製品・機器の開発に対する
想いや日常生活品の使い勝手についての不平不
満を聞き、製品・機器開発のヒントを得るととも
に障害者と健常者の視点の違いなどについても
発見して欲しい。言い換えれば健常者にとって不
便のない日常生活品を障害者の立場で考え、現在
ある製品・機器のカスタマイズの必要性や新たな
製品・機器の開発の必要性を実感して欲しい。そ
して今後のユニバーサルデザインに関係する学
習の中でそれを活かして欲しい。 

さらに学生と障害者が共に福祉製品・機器の創
造・開発を行うことで、「共生」の理解や「共に
創造する喜び」を期待したい。

 
４.３ 障害者に対して 

障害者であることを武器に、学生には障害者に
とって必要な福祉製品や日常生活品にに対する
考え方を伝える。行政には産業界における製品・
機器開発や福祉行政に対する問題点をぶつける
機会として欲しい。学生は福祉行政に関して概し
て無関心であり無知なことが多い。行政関係者も
多く参画している中、学生には障害者を通して福

祉行政について学び、考える機会としてとらえた
い。 

参画者の中にもし心にバリアを抱えているよ
うであれば、バリアを取り除いたプロジェクトの
中で「障害があっても、障害のない人たちと共に
考え、共に福祉製品・機器開発ができる」という
ユニバーサルなコミュニティを楽しんで欲しい。
また「私たちがいてユニバーサルデザイン製品・
機器開発ができるのだ」という社会貢献や社会参
加の喜びを感じてもらいたい。 

また一人でも多くの学生に、製品・機器開発の
過程の中で「障害者を阻害する物理バリアは何
か」、「障害者を阻害する精神的バリアは何か」を
伝えて欲しい。同時にこのプロジェクトに参加し
た多くの人たちとコミュニケーションをとり、コ
ミュニケーションの楽しさを味わってもらいた
い。 

本プロジェクトの製品・機器開発に関して言え
ば、プロジェクトグループのメンバーが「私のた
めにこんなにもがんばって製品・機器開発を考え
てくれた」「私のためにこれまで使いにくかった
製品をこのようにカスタマイズしてくれた」「こ
のような製品・機器のアイデアを出してくれた」
などの喜びを感じて欲しい。さらに共に活動した
プロジェクトの参加者とプロジェクト解散後も
なんらなかの関係をもち続け、情報交換等を行い
ユニバーサルな社会作りに共に貢献できるよう
な人間関係づくりを期待したい。 

 
４.４ 行政に対して 

静岡県は、1999 年、「ユニバーサルデザイン」
をキーワードにした町づくりを開始し、企業や県
民に対してユニバーサルデザインに関する普及
啓蒙活動を行ってきている。また毎年静岡県ユニ
バーサルデザイン展を開催し、静岡県の企業や大
学におけるユニバーサルデザインの取り組みに
ついて広く紹介している。本学においてもこれら
の企画に参画するとともに県主催のユニバーサ
ルデザイン委員会などに委員として参画しユニ
バーサルデザインに関する啓蒙活動に一役買っ
ている。 

ところで福祉行政に携わる人たちであっても、
必ずしも障害や障害者について十分な理解をし
ているとは限らない。ユニバーサルデザインを啓
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蒙しながらまだまだ高齢者や障害者を理解して
いない公共施設・機関のデザインがある。このよ
うなプロジェクトの機会をとおして障害や障害
者、高齢者の理解を図り、教育面や産業面に更な
るユニバーサルデザインの「ものづくり」の大切
さやすべての人に配慮したサービスの提供につ
いて啓蒙して欲しい。また障害者や高齢者だけで
はなく、広く消費者や利用者の製品・機器や公共
施設等に対する意識を把握し、それを反映させる
システムつくりと推進を行い、産業界の活性化に
貢献することを期待したい。 

また行政は、公平性などを理由に特定の団体と
協働することがなかなか困難であったり苦手で
あったりする。しかし公共事業の目的が福祉の貢
献、福祉社会の貢献であるならば、さまざまな団
体や教育機関などとの協働は認められるはずで
ある。このプロジェクトは、民間ソース活用の先
駆けの事業としての立ち上げに高い可能性を秘

めている。その実現に向けての行動を期待した
い。 

さらにこのような産学官連携に対する積極的
な取り組みや仲介の機能は、これまでの行政（市
役所）業務にはなかったように思われる。この機
会を「民間企業」・「行政（市役所）」「教育機関」「一
般市民（障害者）」によるユニバーサルデザイン
製品・機器開発の協働作業の第一歩とし、行政と
してのユニバーサルデザインの提案を広く市民
に求め、それを経済界に売り込んで欲しい。また
優れた製品・機器に対しては表彰制度を設けるな
どユニバーサルな製品・機器開発に関するさまざ
まな事項を健康福祉基本計画に組み込むよう政
策にも期待したい。 

図（2）は、静岡市役所保健福祉こども局福祉部が
考える産学官連携とともに市民参加、障害者参加
による「ユニバーサルデザイン開発機構（仮称）」
である。 

５ プロジェクトの実践

５.１ 産業界における「ものづくり」についての
考え方の情報収集 

産業界を代表して㈱水鳥工業社長の水鳥正志氏
が「ものづくり」について講演を行う。（株）水鳥
工業は、「下駄づくり」で成功を収めている企業で
あり、第 63 回東京インターナショナルギフトショ
ーのコンテストで準大賞、第５回サライ大賞では

グランプリなど数々の栄誉を授与されている。
「ものづくり」のコンセプトは『常に改革心を

もち伝統工芸が苦手にしている「変化」を積極的
に取り入れる。一つひとつの製品に職人の愛情を
込めた大量生産にはない味のある「下駄づくり」
そしてお客さまに喜ばれる「ものづくり」』であ
る。海外から安い下駄が大量に輸入され、地場産
業が生き延びていくには厳しい時代の中での成
功の秘訣は、コンセプトを明確に打ち出し、実践

ユニバーサルデザイン教育に関する一考察（平井利明） 
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している点である。現代のライフスタイル・生活
シーンにあった下駄、さまざまなファッションに
似合うデザインの下駄、デザインだけでなく一日
はいても足が痛くならないはき心地のよい機能
性に優れた下駄づくりをしている。「ものづくり」
においてはデザイン、機能性のほか市場での占有
を勝ち得るための販売戦略や販売価格帯もある。
このため日本国内のデザインで海外に生産を委
託することもある。この時には製品となる前のプ
ロトタイプ製品を厳しい目で審査し、何度でもプ
ロトタイプを製作し満足のゆく製品の生産につ
なげていく。海外委託の問題点は、デザインの盗
難である。 

水鳥氏の講演がプロジェクト開始に向け大き
なヒントと成り得たことを期待したい。なお水鳥
氏の講演から学生たちが得たものを挙げれば次
のような事項がある。 
① 顧客に喜ばれる「ものづくり」 
② 時代の流れの中で必要とされるデザインの重

要性  
③「ものづくり」に対する柔軟な発想の必要性 
④ 時代の変化を感じとりそれをデザインに活か

すデザイン力 
⑤ その人が必要とするまさにその場で使えるデ

ザインの製品 
⑥ 販売戦略と企業経営

（株）水鳥工業の主製品は下駄やサンダル類で
ある。これらの製品の需要は日本やアジア圏が主
である。しかし近年その使用や需要は、アジアか
ら世界中に広がっている。需要を広げ、世界を
ターゲットにするには、その地域の文化や習慣、
そして一人ひとりの使い方の研究も大切となる。

「ものづくり」の成功は、その地域の文化や習慣、
一人ひとりの使い方、使われ方をグループ化し分
類することである。講演とともに提示されたさま
ざまなデザインの下駄やサンダルは、グループ化
され、分類されることでさまざまなデザインに分
化している。このようなことからユニバーサルデ
ザインの製品・機器の開発には、製品・機器開発
に応じたグループ分けが必要であることがわか
る。

５.２ 障害者からの情報収集と問題点の洗い出し 
障害者からの情報収集と問題点の洗い出しは、

障害者がこのプロジェクトに参画し、日常使用し
ている製品・機器について「こうデザインされて
いれば」「ここが使いにくい」など障害者の視点
から製品・機器に対する要望や問題点を提起して
もらい、提起された問題点に対する洗い出しの作
業である。なおプロジェクトでは、障害者のもつ
障害の特性に応じ５グループに分割し、グループ
ごとによる製品・機器開発としている。 

 
５.２.１ プロジェクト参加の障害者の

プロフィール
表は、本プロジェクトに参加した６名の障害者

のプロフィールとプロジェクト開始にあたり面
談した内容要旨である。 
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５.２.２ 情報収集と問題点の洗い出し 

問題点の洗い出しは、障害者が日常使用してい
る製品・機器を持参してもらい、開発メンバーに
対して「こうデザインされていれば」「ここが使
いにくい」「ここにこのようなものがついていれ
ば」など不満に思っていること、「製品・機器開
発に期待すること」などを聞き出す情報収集であ
る。たとえばプロジェクト参加の障害者の一人
は、肢体不自由かつ言語障害をもつ。この人のコ
ミュニケーション手段は、パソコンと携帯電話で
ある。この人にとっての大きな問題は、パソコン
のキーボードのキーを押すのに「力が必要」であ
ることである。軽いタッチのキーボードをもつパ
ソコンや携帯電話の開発を期待する。また支援者
や友人とコミュニケーションに使用するある会
社のコミュニケーションボードは、使用者が誤っ
て他のキーを押さないようにキーごとに丸い穴
の枠組み板がついている。しかしキーを押すため
に操作盤の穴の奥深くまで指を入れなければな

らないこと、さらに指を入れた後でキーを押す力
が必要であることなどでコミュニケーションボ
ードを上手に活用できない。指を操作盤の該当キ
ーに入れることなく、力を入れずにキー操作がで
き、他のキーを誤って操作することのないコミュ
ニケーションボードの開発を期待する。 

情報収集の結果から決定した５グループのテ
ーマは以下のとおりである。 
（1）Tea timeをより楽しむために 
（2）Ｍ家のポットを追及する 
（3）車いすで安全な生活を送るために 
（4）車椅子の生活をよりよくするために 
（5）Ｎクンのリフレッシュタイムの向上 

 
これらのテーマをもとに情報収集を行い、その

結果から「どうして不便なデザインなのか」「ど
うしてこのようなデザインとなったのか」その原
因と問題点を追求する。また「不便さの解消の
ためのアイデア」「困難さ解消のためのアイデア」
などについての意見の収集をブレーンストーミ
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ング形式にて行う。問題点や改善点を発見する都
度、問題点・改善点のそれぞれの意見に対応した
色のポストイットに書き込み模造紙に貼り付け
ていく。意見が出尽くしたところで KJ 法による
情報整理を行う。 

 
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 

５.３ アイデアの創出とプロトタイプ製作による
スペックの決定 

KJ 法でまとめた結果をもとにグループごとに
改善案のためのアイデアを出し合い、開発する製
品・機器のスペックを作成する。スペックには障
害者の要望を 100％取り入れる。またスペックは、
製品・機器の特徴を明確にし、販売戦略や広報戦
略に役立てることができるようにする。同時にこ
の段階から販売戦略のためのプレゼンテーショ
ンも意識し、必要に応じて資料作成を行う。 

スペックをもとにプロトタイプを製作する。プ
ロトタイプ製作にあたっては現製品・機器に部品
等を装着したりするなどして改良を加えたり、ま
ったく新たな製品・機器である場合には発泡スチ
ロールやボール紙など身近な材料を使用して製
作する。プロトタイプ製作過程において新たに創
出された機能やデザイン等はスペックに追加す
るとともにプロトタイプ製作に反映させる。プロ
トタイプをもとに検討を重ね、スペックの確定を
行う。確定したスペックは、スペックシートとし
て完成させ製品・機器開発のソースとする。 

明確になったスペックから、販売戦略や広報戦
略についても検討する。販売戦略や広報戦略の検
討は、他社製品・機器との違いや、自社開発製品・
機器の特徴を社会に明確に打ち出すことができ
るのかを検証する意味で必要である。他社製品・

機器と比較し明確な差がない、社会に訴える特徴
がない製品・機器では開発しても販売で成功を収
めることは困難であると想定される。このような
場合には、スペックの再検討を行う。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

５.４ 製品・機器開発とプレゼンテーション、
ＣＭ撮り 

企業に製作を依頼するためにはスペックに問
題があってはならない。スペックに誤りや見落と
しがないか等をチェックし最終製品・機器として
のスペックシートを完成させる。完成したスペッ
クシートをもとにプロトタイプの最終製品・機器
を製作する。またスペックやプロトタイプをもと
にプレゼンテーション資料の作成を行う。プレゼ
ンテーション資料は、販売戦略や広報戦略を意識
したものとなる。 

製作したプロトタイプの製品・機器の理解を図
るために、販売担当者や製造部門、販売部門、関
係機関等に対するプレゼンテーションを行う。本
プロジェクトでは、企業関係者に代わりプロジェ
クト参加メンバーや静岡市役所関係者、学校関係
者がプレゼンテーションに参画した。なおプレゼ
ンテーションは、記者会見風に行うよう新聞記者
席等を設置したり、あらかじめプロジェクトで依
頼しておいた新聞記者からの質問を受けたりす
るなどし、プレゼンテーションの雰囲気の盛り上
げと高揚を図った。 

さらに開発製品・機器販売と広報戦略のため
の 30 秒の CM 撮りを企画した。CM には、各グ
ループ全員が登場する。CM の手段は問わず、30
秒で視聴者にいかに伝えたい内容を伝え、開発機
器・製品をＰＲできるかである。
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５.５ 開発製品・機器およびプロトタイプの評価 

評価では、情報提供者である障害者から開発し
た製品・機器、プロトタイプに対する評価を得る。
またプロジェクト参加者や一般見学者等からも
評価を得る。評価は、障害者にとって使いやすい
ものであるか、障害者が問題点として挙げた事項
を 100％解消しているか、障害者が希望した機能
を満足しているか、企業が提供する 500 万円以内
の資金で開発が可能であるなど多面にわたって
いる。 

物理的な面を除いての評価の一番のポイント
は、障害者が自分のためにグループ全員が一所懸
命に考え、意見を出し、アイデアを出して製作し
た製品・機器に対する評価と少々押しつけがまし
いが「私のために製作してくれた」製品・機器で
あることへの感謝である。またプロジェクト参加
者が障害や障害者を知り、人のために貢献できる
喜びやものづくりの楽しさを体得できたかなど
である。 

評価結果をもとにプロトタイプの問題点や改
善点を検討し、商品化に向けたスペックをさらに
検討していく。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ ユニバーサルデザイン教育の視点 

ユニバーサルデザインの考え方の浸透は、日用
品に見られる個人的空間から建物や交通機関な
ど社会的空間にまで広く及び、その重要性が認識
されている。企業ではユニバーサルデザインの導

入や実践を経営目標としたり、福祉的視点でとら
えたりしているところも多い。その実現として文
房具や車、福祉製品・機器として市場に出回って
いる。 

ところでユニバーサルデザイン教育の視点の
ひとつに、「企業」「学校」「行政」の産学官連携
の必要性である。本プロジェクトはこの連携に

「障害者」の参画を願った。もちろん連携をする
ことなく大学独自の充実したユニバーサルデザ
イン教育は可能である。しかしながら学生は企業
の目的や目標、経営等に関して無知である。また
障害や障害者についても同様である。学問上では
学習し理解してはいるものの、実際に障害者と触
れ合う機会は少なく、障害や障害者の理解には至
っていない。また県や市など行政におけるユニバ
ーサルデザイン推進体制や福祉対策についても
知っている学生は少ない。企業を知り、障害を知
り、行政を知り、ユニバーサルデザインの必要性
を知ることは、ユニバーサルデザイン教育にとっ
て大切なことである。 

このような意味から「企業」「学校」「行政」「障
害者」の参画による実践を通したユニバーサルデ
ザイン製品・機器開発のプロジェクトを推進した
意義は大きい。また「企業」「学校」「行政」「障
害者」の４者の円滑な連携に行政機関の果たす役
割は大きい。たとえば行政による企画提案やユニ
バーサルデザイン製品・機器開発事業に対するシ
ステム作り、福祉行政機関をとおしての市民参加
に対する呼びかけなどである。また障害者参画の
役割も大きい。障害をもつ人の障害もさまざまで
あり、ひと言で障害と表現することはできない。
プロジェクト参画の障害者の障害も四体不自由
や下肢不自由、言語障害、上腕麻痺など多岐にわ
たり、一人ひとりが望むユニバーサルデザイン製
品・機器も異なっている。これまでの学生による
ユニバーサルデザイン製品・機器の考案や創出の
視点は、学生の想像の域を超えない狭い視野の中
であり、真の障害をとらえていない。福祉大学で
あれば、さまざまな障害とその特徴に関する情報
を障害者自身から獲得し、その上でのユニバーサ
ルデザイン製品の考案や創出、開発を期待した
い。 

２つ目の視点は、ユニバーサルデザイン製品・
機器開発の教育のシステム化である。教育をシス

ユニバーサルデザイン教育に関する一考察（平井利明） 
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テム化することでユニバーサルデザインに関す
る基礎理論の理解をはじめ、産学官連携や障害者
参画の中で社会に貢献できる製品・機器の創出や
開発が可能になる。また連携の中では企業的な意
識、たとえば開発にあたっての市場調査の必要性
や予算枠内での開発、販売戦略や広報戦略なども
視野に入れた開発の必要性なども学ぶことがで
きる。 

プロジェクトでは、ユニバーサルデザイン製
品・機器開発がすべての面で満足できる成果を得
たとは言い難いが、一連のプロジェクトの推進の
中で学校において可能なユニバーサルデザイン
教育と、不可能な教育が明確となった。ここでは
学校教育として可能な一連のユニバーサルデザ
イン教育システムを提示する。 
（1）ユニバーサルデザインの基礎理論 
（2）企業におけるユニバーサルデザインに対す

る取り組み 
（3）行政におけるユニバーサルデザインに対す

る取り組みと政策 
（4）障害と障害者を理解した上で障害者が望む

ユニバーサルデザイン 
（5）市場におけるユニバーサルデザイン製品・

機器 
（6）ユニバーサルデザイン製品・機器の考案と

創出、スペックの決定 
（7）ユニバーサルデザイン製品・機器の開発費

用見積もりと算定 
（8）ユニバーサルデザイン製品・機器のプロト

タイプ製作 
（9）プロトタイプの検討と改良、スペックの再

確定、開発費用見積りと算定 
（10）製品・機器のマニュアル作成 
（11）製品・機器のプレゼンテーション資料 
（12）開発製品・機器の販売戦略、広報戦略 

７ 新たな実践的な福祉教育の場の提供 

システム化されたユニバーサルデザイン教育
は、新たな実践的な福祉教育の場を学生に提供す
ることになる。実践的な福祉教育の場とは、単に
産学官連携による福祉教育の場を教育の中に持

ち込むのではなく、実践教育が地域に住む障害者
や高齢者に直接反映できる教育、行政が教育の中
に入り込み、あるいは教育の中に行政を取り込む
ことで障害者や高齢者に対する施策や福祉政策
を考える教育、そして実践教育の成果物を産業界
に提供するとともに民間活力を学校が活用し、産
学官が協働した社会福祉活動を目指すことであ
る。 

本プロジェクトの実践は、まさにこのような福
祉教育の場を作り出すプロトタイプである。福祉
の分野からすればユニバーサルデザインはその
中の狭い分野に過ぎないが、このプロジェクトは
福祉分野で活躍する人材の育成を担う本学が、地
域の実際の福祉現場を担う市役所などの行政と
ともにユニバーサルデザインに関する情報交換
や研究を行い、学生にとっても学校にとっても実
践的な新しい福祉教育の場を創り出すことにな
る。その中で企業・団体、大学そして行政の相互
理解と協力連携を図り、加えてその成果をユニバ
ーサルデザイン教育や「ものづくり」に反映でき
る仕組みを構築することを可能にする。

８ おわりに 

 ユニバーサルデザイン教育を始めて７年にな
る。この間にさまざまな社会的空間、個人的空間
に対応したユニバーサルデザインが世の中に広
まっている。その背景には平成 26 年には４人に
一人が 65 歳以上となる超高齢社会の到来、1981
年の 「国際障害者年」 が掲げた障害をもつ人の社
会参加を促すスローガンや平成７年の障害者対
策推進本部によるノーマライゼーション７か年
戦略がある。この中で移動やコミュニケーション
支援など障害者の社会参加の促進などで障害を
もつ人たちの社会参加や社会環境作りが求めら
れている。また国際化が進展し国や文化、習慣、
言葉の違いを克服できるハードウェアやソフト
ウェアの必要性、情報化にともない障害のあるな
しに関わらず情報の受発信ができる環境が整備
されてきたこと、企業や団体が経済の活性化や経
営の目標としてユニバーサルデザインを挙げる
などしてきていることなどがある。このような社
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会変化の中で本学のユニバーサルデザイン教育
も社会の一躍を担っているのではないかと考え
る。 

ところでユニバーサルデザインに関する教科
はあるものの専門的なユニバーサルデザインコ
ースのない本学においては、ユニバーサルデザイ
ン製品・機器開発の実践的な教育には難しい一面
をもっている。このような中、「障害者のために
福祉機器を開発しよう」という目標をもって本プ
ロジェクトの実施ができたことは大変有意義な
ことである。学生にとっても日常の授業では得ら
れないさまざまな体験や知識の習得ができたの
ではないかと思われる。たとえば「ものづくり」
の考え方や、ものを生み出す楽しさ、発想法、情
報の整理法、障害者とのコミュニケーションなど
である。また障害を持つ人たちと接することでノ
ーマライゼーションの大切さや QOL の向上のた
めのユニバーサルデザイン製品・機器開発の必要
性を理解できたのではないかと考える。 

また本プロジェクトの実施で、ユニバーサルデ
ザイン教育の視点をとらえることができたこと、
福祉関係人材を育成する教育機関として地域福
祉を担う行政とともに実践的な教育の場を実現
できたこと、行政関係者とともに地域の障害者や
団体との相互理解のもと協働体制が組めたこと
で新しい福祉教育の場の創設ができたことなど
多くの成果を得た。これらの成果物は、今後の新
たな教育の布石とすることができる。 

最後に本プロジェクトの実施にあたり「かめつ
るミーティング 福祉機器を開発しよう」の企画
を提供していただいた静岡市役所保健福祉こど
も局福祉部の小林氏をはじめご協力いただいた
行政の皆さん、ファシリテータの小野寺響子氏、
本プロジェクトに参画にご協力いただいた㈱水
鳥工業代表取締役の水鳥氏、障害をもつ皆さん、
本学教員ならびに学生に感謝の意を表したい。

 
注 

1）アメリカ人の建築家ロナルド・メイス氏がデザインする
上での配慮すべき視点を「7つの原則」にまとめたもの 
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高齢者の主観的ウェルビーイングと
身体的健康知覚に影響を及ぶ心理社会的要因*

〜 韓国と日本の比較的観点 〜 

張 昌 鎬 1 、朴 群 錫 2 、尹 敞 榮 3 、李 権 一 4 、尹 景 珠 5

 

Psycho-Social Determinants of the Subjective Well-being and Physical Health of the Elderly:
A Comparative Cultural Study between Korea and Japan

Changho Jang, Kunseok Park, Changyoung Youn,
 Kweonil Lee, kyungju Yun

要　約
高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康知覚としては、過去に経験した疾病の数、経済水準、

社会関係要因としての配偶者に対する満足、子どもに対する満足、子どもに対する期待、社会的支援
がある。また、個人の経験要因としての自尊心、ニーズの充足、信仰心、肯定的情緒、否定的情緒、
健康行動としての飲酒要因がどのような影響を及ぼしているかを調べた。

特に、韓国と日本の文化的な差による効果を比較した。そのために、韓国の高齢者 727 人と日本の
高齢者 93 人を対象に調査をし分析した。その結果、韓国の高齢者は日本の高齢者に比べて過去の疾病、
結婚に対する満足、子どもに対する満足、子どもに対する期待、社会的支援及び信仰心が高い反面、
日本の高齢者は韓国の高齢者に比べて経済状況、否定的情緒の経験及び主観的ウェルビーイングの水
準が高かった。また、韓国の高齢者は子どもに対する満足水準が高ければ高いほど信仰心が低いが日
本の高齢者は逆に高かった。さらに、韓国の高齢者は肯定的情緒経験が高ければ高いほど否定的情緒
の経験水準が低いが、日本の高齢者は逆に高かった。主観的ウェルビーイングと身体的健康に及ぼす
各要因の影響力を比較した結果、韓国の高齢者は多様な要因から影響を受けている反面、日本の高齢
者は主観的ウェルビーイングに否定的情緒要因、身体的健康に自尊心ニーズの充足要因だけから影響
を受けている。 最後に本研究の結果を論議し、今後の研究のための課題を提示した。

Key Words : 比較文化研究、韓国の高齢者、日本の高齢者、主観的ウェルビーイング、身体的健康

* 本研究は、2007 年学術振興財団の学問後続世代支援事業（課題番号 : KRF-2007-358-h00006）に
よるものである。

1 静岡福祉大学医療福祉学科
2 翰林大学高齡社会研究所
3 平澤大学社会福祉学科
4 加陽 7 総合社会福祉館館長
5 淸齒科医院院長

高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康知覚に影響を及ぶ心理社会的要因*（張昌鎬、朴群錫、尹敞榮、李権一、尹景珠）
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Ⅰ. はじめに

最近、急速な高齢社会の進展によって、高齢
者に対する対策が国家の重要な課題になってい
る。2010 年現在、日本の高齢化率は、世界一の
23.1% を示しているが、韓国は 2018 年に 14.3%
の高齢社会になる。このように見ると、韓国で
は深刻ではないようにみられるが、急速な高齢
化の上昇のため、2050 年には日本の 37.7% に続
く世界 2 位の 35.1% になると予測している（韓
国銀行、2007.12.26）。また、高齢化社会から高
齢社会になるまでにかかる時間を比較して見る
と、フランスは 115 年、アメリカは 72 年（予
測）、日本は 24 年かかった。しかし、韓国は 18
年かかって高齢社会になることを予測している

（OECD、2004）。
一方、このような高齢化の急速な進展に伴っ

て、老年期に健康で幸福な生活を営むために必
要な要件を探る研究が活発に行われている。こ
のなかで最近は、老年期の心理と身体共に健康
で望ましい生活を送ることを意味する成功した
老化（successful aging）の概念と測定に関する
研究が注目を受けている。

成功した老化の概念は、1986 年アメリカ老年
学会で初めて紹介された（Fisher、1995）。その後、
成功した老化の基準に関して多様な学問分野か
ら案が提示されている。その中で、心理学的観
点として Baltes と Baltes（1990）は成功した老
化基準を医学的、心理的及び社会的機能の客観
的基準と生活の質（QOL）の主観的側面として
単純化させて提示している。その側面は、長寿、
生物学的健康、精神的健康、認知的能力、社会
的能力及び生産性、個人的統制力及び生活満足
という 7 つの要因に分けられる。一方、Rowe
と Kahn（1997）は疾病などの危機から離れる
こと、身体機能と認知機能が高い水準に維持さ
れることを基準要因として提示している。また、
Ko&Won（2005）は身体的健康と活発な活動及
び身体機能維持を成功した老化の基準として挙
げている。一方、Hong&Choi（2003）は成功し
た老化を定義するために文献研究をした。その
結果、個人的資源（身体的健康、認知能力、自
我尊重感、社会的支持）、適応過程、心理的側面

（心理的ウェルビーイング）の三つが成功した老

化を構成している条件であると提案している。ま
た、国際ソーシャルワーカー連盟はソーシャル
ワーカーの定義の中で、ソーシャルワーカー専門
職は人間の福利（ウェルビーイング）の増進を
目指していると示している（松下育夫、張昌鎬、
2007）。要するに、多様な分野の研究から身体的
健康と主観的ウェルビーイングの二つの要因が
成功した老化の最も普遍的であり、重要な基準に
なっていることが分かる。したがって、本研究で
は既存研究で現れた成功した老化の重要基準に
影響を及ぼす心理社会的要因は時間が経っても
韓国社会の中で有効であるかを確認することで
ある。成功した老化の二つの基準の中で主観的
ウェルビーイングに関する研究を見るとこの分
野の初期研究で仮定したこととは異なり、年齢、
性別、収入などの人口統計変数が主観的ウェルビ
ーイングに及ぼす影響力は、相対的に大きくない

（Diener、Suh、Lucas& Smith、1999）。Park、
Hahn&Lee（2004）は、先行研究を基に身体的健
康と主観的ウェルビーイングに影響を与えると
仮定した 11 個の心理社会的要因の中で、韓国老
人の身体的健康と主観的ウェルビーイングにそ
れぞれ有意差が認められた変数を提示している。
この研究で身体的健康と主観的ウェルビーイン
グに影響を及んでいると仮定した要因は次のよ
うである。まず、人口統計変数として経済状態が
重要である。また、多様な社会関係要因の中から
結婚満足、子どもに対する満足、子どもに対する
期待、友達を含め重要な人から受ける社会的支援
にも影響を及んでいると仮定した。次に霊的生活
にも影響を及んでいると仮定し宗教生活要因も
含めた。また、健康のための行動の中で飲酒が重
要な要因であると仮定した。また、日常生活を通
じて経験する肯定的情緒と否定的情緒にも影響
を及んでいると仮定した。

この研究の結果を見ると身体的健康と主観的
ウェルビーイングに過去の疾病と経済状態に有
意差が認められる。また、この研究では過去の疾
病と経済状態が身体的健康と主観的ウェルビー
イングに及ぶ効果を統計的に除いて、追加的な要
因としての社会心理要因も関与していることを
知るようになった。その後、韓国高齢者の成功し
た老化過程に対する持続的・多様な研究過程を通
じて以前に述べた 11 個の要因の影響力を調べた
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内容からも類似な結果が現れた（（Park、Hahn 
& Lee、2004; Park、Hahn & Lee、2005;Park、
Hahn & Choi、2005;Park、Hahn& Lee、2006; 
Park、2007; Park、 2008;Park2009a、Park、
2009b）。

すなわち、主観的ウェルビーイングと身体的健
康に重要な影響力を及ぼす要因は過去の疾病と
経済状態要因の基本的影響を除いた 8 個の要因

（飲酒を除く）の影響力が確認された。一方、韓
国の高齢者を対象に明確になった、成功した老化
に対する心理社会的要因の効果は日本社会の高
齢者にも類似な結果が現れるかどうかに対する
文化比較的作業が必要である。その理由は韓国と
日本は東アジアの地理的に近い国であり、多くの
文化交流が活発に行われたために、様々な側面か
ら差異点と同時に共通点があると思われるから
である。

Ⅱ. 研究の方法

1.対象及び方法 
翰林大学高齢社会研究では、2003 年にソウル

と春川に居住する 45 歳以上の成人及び老人を
対象に 1 次調査を実施した。その結果ソウルの
1,009 名と春川の 1,520 名、合計 2,529 名の資料を
収集した。この人々を対象に 2 年おきに（2005 年、
2007 年、2009 年）繰り返し調査を実施した。そ
の資料及び高齢者の特性は、次の＜表 1 ＞から＜
表 3 ＞に提示している。

韓国の高齢者と比較するための日本の高齢者
の人口統計的特徴は、次のようである。日本の静
岡県 Y 市に居住する高齢者の性別比率は男（40
名、43%）：女（53 名、57%）である。年齢は平
均 76.52（範囲： 65-93）歳であった（無記名の 1 名、
63 歳、64 歳と表記された 2 名、合計 3 名は分析
から除き 93 名が分析の対象）。対象者の結婚状態
は現在、配偶者同居（56 名、60.2%）、別居 / 離婚（6
名、6.4%）、死別（31 名、33.3%）である。

韓国と日本の両方ともに調査の方法と目的に
関する事前の教育を受けた専門の調査者が 1：1
の面接方式による資料を収集した。

2. 測定道具
本研究は心理、社会福祉、健康・医療及び社会

学分野の研究者による共同研究として行われた。
したがって、測定する尺度はいくつかの分野から
製作した項目を含めているため、調査以降に信頼
度と妥当度を分析した。

本研究では、結果の理解のために必要な部分を
中心に要約し、次のように提示した。

（１） 過去疾病　過去に病院や医院の医師から 17
個の疾病（例；関節炎など）に関する診断や治療
を受けた経験に対して測定した。各疾病の完治、
治療中及び未治療状態の高齢者は 1、過去に疾病
経験がない高齢者は 0 として再コーティングし
た。したがって、この要因の数値が高ければ高い
ほど多様な類型の疾病を経験し、全体の水準が高
いことを意味する。

（２）経済状態　経済状態は、2 個の項目から測
定した。①現在の経済状態（1= 非常に困難、5=
非常に余裕がある）（.871）及び②地域社会の中
での家庭の経済階層（1= 下層、5= 上層）（.871）
に対して測定した。各項目の要因負荷量は全
て .871 であり、信頼度係数（Cronbach's α）は
.683 である。この尺度の数値が高ければ高いほど
経済状態の水準が良いことを意味する。

（３）結婚満足　現在配偶者と共に生活している
高齢者を対象に測定した。①結婚生活に満足し
ていますか（.915）、②配偶者に満足しています
か（.906）③配偶者との関係に満足していますか

（.931）の三つの項目に対して 5 点尺度（1= 非常
に不満足、５= とても満足）として測定した。各
項目の要因負荷量は最小 .906、最高 .931 であり、
信頼度係数は .906 である。

（４）子どもに対する満足　現在、子どもがいる
高齢者を対象に測定した。①子供に満足してい
ますか（.901）、②子供との関係に満足していま
すか（.766）、③親としての自分に満足していま
すか（.911）の三つの項目に対して 5 点尺度（1=
非常に不満足、5= とても満足）として測定した。
各項目の要因負荷量は最小 .766、最高 .911 であり、
信頼度係数（Cronbach's α）は .816 であった。

（５）子どもに対する期待　子供がいる高齢者を
対象に測定した。①子供は両親に対する 責任感
を持たなければならない（.705）、②両親が健康

高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康知覚に影響を及ぶ心理社会的要因*（張昌鎬、朴群錫、尹敞榮、李権一、尹景珠）
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でない場合、子供は両親を面倒見なければならな
い（.733）、③子供は両親に経済的援助をしなけ
ればならない（.706）、④子供の成長後、両親が
近いところに住む場合、子供は週一回、両親を訪
ねなければならない（.662）、⑤遠い場所に住む
子供は週一回、両親に電話をしなければならな
い（.645）の五つの項目に対して 5 点尺度（１=
全く違う、５= 全くそう）として測定した。 各
項目の要因負荷量は最小 .645、最高 .733 であり、
信頼度係数（Cronbach's α）は、.721 であった。

（６）社会的支援　地域の人々との社会関係から
経験する共感と支援の水準を測定するために、①
私は自分の楽しいことや悲しいことを分かちあ
える友達がいる（.875）、②私は自分の問題を友
達に相談することができる（.907）、③何か困っ
た時、友達に頼ることができる（897）、④私の
感情を理解してくれる人がいる（.793）、⑤私の
家族は私の意志決定を認めてくれる（.887）、⑥
私は自分の問題を家族に相談することができる

（.876）の六つの項目に対して 5 点尺度（１= 全
く違う、５= 全くそう）として測定した。各項目
の要因負荷量は最小 .793、最高 .907 であり、信
頼度係数（Cronbach's α）は .842 であった。
　自尊心ニーズの充足とマズローの欲求段階説

（生理的欲求、安全の欲求、親和の欲求、自我の
欲求、自己実現）を日常生活動作（ADL）欲求
と生活の質（QOL）欲求に分けて考えられる。
この時、日常生活動作（ADL）欲求は生きてい
く上で欠かせない「生理的欲求」「安全の欲求」
である。生活の質（QOL）欲求は、日常生活（ADL）
欲求を含むものの、生きる意味、価値を実感する
ために必要な上位概念の「親和の欲求」「自我の
欲求」「自己実現」である（前田展弘、2008）。し
たがって、本研究では生活の質（QOL）欲求を
自尊心ニーズの充足水準として評価した。①友達
や親戚の認定 (.832)、②社会的地位（認定）（.810）、
③自分での認定（.825）、④生きがいに対する達
成感 (.715)、⑤家族のなかの権威（認定）（.793）
など 5 項目の充足水準を 5 点尺度（1= 全く満た
されていない 5= とても満たされている）として
測定した。各項目の要因負荷量は最少 .715、最
高 .832 であり、信頼度係数（Cronbach's α）は
.847 であった。

（７）宗教　高齢者の現在の宗教生活に対する考

えと活動に関して調査した。①私の人生は宗教的
な生きがいが中心である（.946）、②私は宗教の
教えに従って生きると努力する（.947）、③思索
することや祈りは私に重要である（.932）、④私
はよく神様の存在を感じる（.914）の 4 項目に対
して 5 点尺度（１= 全く違う、５= 全くそう）と
して測定した。したがって、数値ほど宗教に対し
て肯定的信念と活動力が高いことを意味する。各
項目の要因負荷量は最少 .914、最高 .947 であり、
信頼度係数（Cronbach's α）は .952 であった。

（８）飲酒行動　健康に影響を及ぼす行動として
老人の飲酒行動を調べるために 2 項目を設定し
た。①現在の飲酒（.957）及び②最近の飲酒頻度（1=
月 1 回、4= 毎日）（.957）として測定した。各項
目の要因付加量はすべて .957 であり、信頼度係
数（Cronbach's α）は .906 であった。この要因
の構成に含めている項目の反応値の範囲が異な
っているため、各項目を標準化して使用した。

（９）肯定的情緒　高齢者が肯定的情緒を経験
する程度を測定するために、PANAS（Watson、 
Clark & Tellegen、1988）を翻訳して使用した。
各情緒の中から要因構造と信頼度が良い用語を
選び使用した。①興味ある（.707）、②情熱的で
ある（.786）、③自慢する（.696）、④活発である

（.751）、⑤強い（.726）という五つの肯定的情緒
の経験頻度を 5 点尺度（１＝ほぼ感じない、５=
すごく感じる）として測定した。したがって、高
い数値は高い肯定的情緒経験水準を示している。
各項目の要因負荷量は最少 .696、最高 .786 であり、
信頼度係数（Chronbach's α）は .785 であった。

（10）否定的情緒　高齢者が否定的情緒を経験
する程度を測定するために PANAS（Watson、 
Clark&Tellegen、1988）を翻訳し、情緒の中で
要因構造と信頼度が良い用語だけを選び使用し
た。①不安である（.854）、②恐ろしい（.838）、
③辛い（.811）、④心がいたい（.788）、⑤怖い（.824）
という五つの否定的情緒をどのくらい経験する
のに対する 5 点尺度（１= ほぼ感じない、５= す
ごく感じる）として測定した。したがって、高い
数値は高い否定的情緒経験水準をしめしている。
各項目の要因負荷量は最少 .788、最高 .854、であ
り、信頼度係数（Cronbach's α）は .881 であった。

（11）主観的ウェルビーイング　本研究では
老人の心理的ウェルビーイングを測定するた



33

め に Lawton（1987） が 開 発 し た Philadelphia 
Geriatric Center Morale Scale（以下 PGCMS と
する）を使用した。PGCMS は老人の心理的ウェ
ルビーイングを測定するために、広く使用され
ている尺度である。全部 17 項目の不安、老化に
対する態度及び孤独感−不満足の三つの下位領
域を測定するように構成されている。本研究で
は要因の妥当度と信頼度を考慮し、主観的ウェ
ルビーイングとして命名した 8 項目だけを使用
した。①生きることが辛い（.786）、②私は悲し
くなることが多い（.870）、③今の自分の人生に
満足している（.454）、④寂しい思いをよくする

（.796）、⑤私はたまに自分が生きる価値がないと
思う（.642）、⑥私は若い時と同じく幸せである

（.493）、⑦今年は辛いことが多かった（.775）、⑧
歳をとるにつれ自分がいらない人だと思うこと
が多い（.704）に対して 5 点尺度（１= 全く違う、
５= 全くそう）として測定した。各項目の要因負
荷量は最少 .454、最高 .870 であり、信頼度係数

（Cronbach's α）は .847 であった。この要因数値
が高いほど心理的ウェルビーイング状態が高い
ことを意味する（否定的な形態の 6 項目は逆に採
点）。

（12）身体的健康　身体的健康を主観的に測定す
る 3 項目を使用した。①現在の健康に対する知覚
に関する項目（1= 非常に健康である、5= 非常に
健康ではない）、②同年代の高齢者と比較しての
自分の健康知覚（.797）に関する項目（1= 良い
方である、 3= 良くない方である）、③高齢者自身
が考えられる最高の状態を 100 点、最低の状態を
0 にした場合、今日の健康状態に点数を付けるよ
うにした。数値が高いほど身体的健康状態が良い
ことを意味する（否定的な形態の 2 項目は逆に
採点）。各項目の要因負荷量は最少 .673、最高 .85
であり、信頼度係数（Cronbach's α）は .737 で
あった。この要因の構成に含まれた項目反応値の
範囲が異なっているため、各項目を標準化して使
用した。

Ⅲ.結　果 

１. 韓国と日本 高齢者の変数別平均比較
韓国と日本の高齢者の 13 の変数別平均を比較

した結果を＜表 4 ＞に提示した。＜表 4 ＞によ
ると、韓国の高齢者（M =4.59）が日本の高齢
者（M =1.94）に比べて、‘過去疾病の数’が多
い（p<.001）。しかし、本人が知覚する家庭経済
水準及び住んでいる地域社会で知覚する‘経済
水準’は日本の高齢者（M =3.04）が韓国の高齢
者（M =2.34）に比べて高い（p<.001）。一方、社
会関係変数の中で配偶者に対する 満足を含む‘結
婚満足（M =4.02、p<.001）’の水準、‘子どもに
対する満足（M =3.98、p<.001）’と‘子どもに対
する期待（M =3.57、p<.001）’水準、近所の人々
との共感及び支援水準など社会関係水準を測定
する‘社会的支援（M =3.33、p<.05）’水準はす
べて韓国の高齢者がより高い。個人要因の中で、
自尊心ニーズの充足水準を調べると‘自尊ニー
ズ’‘飲酒行動’‘肯定的情緒’の経験水準では韓
国と日本の高齢者間に差がない。ただ、韓国 高
齢者が現在の生きがいに示す宗教生活に関する

‘宗教行動（M =2.86、p<.001）’の水準がより高く、
日本の高齢者は平均以下ではあるが‘否定的情緒

（M =2.50、p<.001）’の水準が韓国の高齢者に比
べて高い。最後に、本研究の重要変数である‘主
観的ウェルビーイング’水準は韓国の高齢者に比
べて日本の高齢者（M =3.40、p<.05）が高い。また、

‘身体的健康’に関する知覚水準では、両国間に
差がなかった。

２. 韓国と日本の高齢者の変数別相関関係
韓国と日本の高齢者を対象に 13 個の要因別相

関分析の結果を＜表 5 ＞＜表 6 ＞に区分して提示
した。

韓国の高齢者を対象にした＜表 5 ＞によると、
過去疾病の数が多いほど子どもに対する期待

（r =.076、p<.01）は高いが逆に満足水準（r =-.169、
p<.01) は 低い。また、過去に疾病を経験した水
準が高いほど宗教（r =.119、p<.01）水準と否定
的情緒（r =.137、p<.01）の経験の数が比例して
増加したが、社会的支援、自尊ニーズ、飲酒行動、
肯定的情緒、主観的ウェルビーイング及び身体的
健康に関する知覚水準は統計的に有意な水準で

高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康知覚に影響を及ぶ心理社会的要因*（張昌鎬、朴群錫、尹敞榮、李権一、尹景珠）
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はすべて低い。経済状態要因はその水準が高いほ
ど否定的情緒経験（r =-.348、p<.01）水準が有意
に低いのであり、結婚満足や子どもに対する満足
水準を含む大部分の要因と比例して増加した。た
だ、子どもに対する期待要因と宗教要因には相関
関係はなかった。 

社会関係要因の中で結婚満足要因の水準が高
いほど子どもに対する期待（r =-.139、p<.01）
や否定的情緒（r =-.308、p<.01）の経験水準は
低く、子どもに対する満足、社会的支援、自尊ニ
ーズ、肯定的情緒、主観的ウェルビーイング及び
身体的健康水準が有意に高い。子どもに対する満
足要因はその水準が高いほど社会的関係も活発
であり、自尊心ニーズの充足水準も高く、肯定的
情緒の経験水準も高い。当然、否定的情緒（r =-
.268、p<.01）の経験水準は低い。また、肯定的情
緒、主観的ウェルビーイング及び身体的健康の知
覚水準が高いほど子どもに対する期待水準も低
い。最後に、社会的支援水準が高いほど自尊ニー
ズの充足水準、肯定的情緒の経験、主観的ウェ
ルビーイング及び身体的健康の知覚水準が高い。

＜表 4＞ 韓国と日本高齢者研究に使用された変数の平均（標準偏差）及び差検定（2009年基準）

主1）+ p<.10 * p<.05 ** p<.01 *** p<.001水準で有意の意味。
主2）要因名の右の(Z)表示は格構成概念に含められた項目の反応数値の範囲が異なるため、標準化して使用した意味。

相対的に、社会的支援水準が高いほど否定的情緒
（r =-.453、p<.01）の経験水準は低い。個人的な
要因の中で自尊ニーズの充足水準が高いほど過
去疾病の経験の数（r =-.123、p<.01）や否定的
情緒（r =-.546、p<.01）の経験水準が低い、子
どもに対する期待や宗教及び飲酒行動要因を除
いた肯定的情緒などの 7 つの要因に過程的相関が
あった。宗教と飲酒行動要因は他の 11 個の要因
に比べて相関水準が低い。ただ、宗教水準が高い
ほど飲酒行動（r =-.105、p<.01）が低く、子ど
もに対する期待（r =-.078、p<.05）水準も低い。
肯定的情緒の経験や否定的情緒の経験水準は宗
教と飲酒行動との間に相関関係がないことを除
けば、理論的に予測した方向の通り全ての変数と
高い相関関係をしめしている。 

主観的ウェルビーイングと身体的健康水準の
経験と他の要因との相関関係も情緒経験要因と
同じようなパターンを示した。すなわち、宗教と
飲酒行動要因を除けば理論的に予測した方向の
通り他の要因と相関関係を示している。

日本の高齢者は＜表 6 ＞のように過去疾病の経



35

＜表5＞ 韓国高齢者を対象に測定した13の要因間の相関関係

験水準が高いほど子どもに対する期待（r =.356、
p<.01）水準が高い。

社会関係要因の中で結婚満足の水準が高いほど
子どもに対する満足（r =.282、p<.05）、 自尊ニーズ

（r=.293、p<.05）、主観的ウェルビーイング（r =.359、
p<.01）の経験水準が高い。子どもに対する満足要
因は結婚満足要因相関パターンを始め、社会的支
援（r =.365、p<.01）や宗教（r =.223、p<.01）要因
も正の相関を示した。子どもに対する期待要因の
水準が高いほど否定的情緒は（r =.225、p<.05）高い。
また、社会的支援要因水準が高いほど子どもに対
する満足（r =.365、p<.01）や自尊心ニーズの充足

（r=.491、p<.01）水準が高く、肯定的情緒（r =.472、
p<.01）の経験と主観的ウェルビーイング（r =.328、
p<.01）水準も高い。

個人要因の中で、自尊心ニーズの充足水準は
子どもに対する期待を除いた全ての社会関係要
因と正の相関を示しているし、宗教（r =.219、
p<.05) と肯定的情緒（r =.525、p<.01）、主観的
ウェルビーイング（r =.548、p<.01）と高い相関
関係を示している。宗教要因は韓国の高齢者と
は反対に子どもに対する満足（r =.223、p<.05）

水準が高いほど宗教水準も高い相関関係をしめ
している。また、韓国の高齢者には現れなかっ
た子どもに対する期待（r =.515、p<.01）、 自尊
ニーズ（r =.219、p<.05）、肯定的情緒（r =.284、
p<.01）の経験水準と正の相関を示している。肯
定的情緒要因は韓国の高齢者とは反対に経験水
準が高いほど否定的情緒（r =.303、p<.01）の経
験水準も共に増加した。否定的情緒を多く経験
するほど子どもに対する期待（r =.225、p<.05）
水準が高く、主観的ウェルビーイング（r =-.305、
p<.01）水準は低下した。

主観的ウェルビーイング要因は否定的情緒と
負の相関を示したが、結婚満足、子どもに対す
る満足、社会的支援という社会関係要因とは正
の相関を示しているし、自尊ニーズと肯定的情
緒という個人要因とも正の相関を示している。
経済状態要因と飲酒行動及び身体的健康要因は
他の要因とは相関関係を示していない。

高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康知覚に影響を及ぶ心理社会的要因*（張昌鎬、朴群錫、尹敞榮、李権一、尹景珠）
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３. 主観的ウェルビーイングと身体的健康を説明
する予測要因の重回帰分析: 韓国と日本の比較 

＜表 7 ＞は韓国と日本の高齢者集団を区分し、
調査時の主観的ウェルビーイングと身体的健康
水準に及ぼす 12 個の要因の影響力を調べた結果
である。1 段階では過去疾病と経済状態要因の影
響力を調べ、二つの要因の効果を除いた状態から
残り 10 個の要因の影響力はどうかその結果を調
べるために段階別重回帰分析を実施した。

まず、主観的ウェルビーイングからは韓国の
高齢者集団の場合、過去疾病と経済状態要因が
18.9% と説明した。この二つの要因の効果を除い
た残り 10 個の要因の中で結婚満足、 子どもに対
する満足、社会的支援、自尊心ニーズ充足、飲
酒行動、否定的情緒、身体的健康要因が追加し、
49.2% を説明した。日本の高齢者集団の場合は、
1 段階では二つの要因の説明力はないが、残り 10
個の要因の影響力を追加し、調べた結果では韓国
の高齢者集団とは異なり否定的情緒要因だけが
48.0% を説明した。これは日本の高齢者の場合、
否定的情緒の経験水準が低いほど自分の主観的
ウェルビーイングに対する知覚水準が高いこと

を意味する。
一方、主観的ウェルビーイングに及ぼす影響力

を調べた方法と同じ分析を身体的健康に対して
実施した結果、韓国の高齢者集団の場合、過去疾
病と経済状態要因が 13.8% を説明した。この二つ
の要因の効果を除いた残り 10 個の要因の中で肯
定的情緒と主観的ウェルビーイング要因だけが
追加に 18.5% を説明した。日本の高齢者集団の場
合、1 段階では二つの要因の説明力が統計的に有
意ではなく、残り 10 個の要因の影響力を調べた
結果にも、韓国高齢者の場合と異なり、自尊心ニ
ーズの充足要因だけが有意な傾向があることを
示している。

Ⅳ. 論　議

本研究では韓国高齢者を対象に確認され成功
した老化のモデルを日本の高齢者を対象に文化
比較し、妥当化作業を通じてその予言力を検証し
ようとした。

＜表 6＞ 日本の高齢者を対象に測定した13 要間の相関関係
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＜表7＞ 韓国と日本の高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康を説明する要因の
段階別重回帰係数と変量

したがって、本研究は次のような仮説を設定し
た。高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健
康に過去の疾病、経済状態、社会関係要因（結婚
満足、子どもに対する満足、子どもに対する期待、
社会的支援）と個人要因（飲酒行動、健康行動、
自尊心ニーズの充足、肯定的情緒、否定的情緒、
宗教）がそれぞれ影響が及んでいると仮定した。
また、主観的ウェルビーイングが身体的健康にも
影響を及んでいると仮定した。当然、主観的ウェ
ルビーイングは個人の身体的健康によっても影
響を受ける可能性がある。したがって、主観的ウ
ェルビーイングと身体的健康が相互因果要因と

して影響が及ぶと仮定した。 
本研究から明らかになった結果を中心に要約

すると次のようである。①韓国の高齢者は日本の
高齢者に比べて特に過去に経験した疾病の数が
多い（平均 4.69 個）。②結婚満足、子どもに対す
る満足、子どもに対する期待、社会的支援を含む
社会関係要因の満足水準は全て高く、個人要因の
中で宗教の水準は韓国の高齢者が高いが、否定的
情緒経験水準は日本の高齢者が高い。一方、住ん
でいる地域社会の中で示していると判断してい
る経済的地位水準及び主観的ウェルビーイング
水準は日本の高齢者が高い水準を示している。た

高齢者の主観的ウェルビーイングと身体的健康知覚に影響を及ぶ心理社会的要因*（張昌鎬、朴群錫、尹敞榮、李権一、尹景珠）
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だ、自尊心ニーズの充足水準、飲酒行動、肯定的
情緒の経験、身体的健康に対する知覚水準は韓国
と日本の高齢者間に差がなかった。

各要因間の相関関係を分析した資料による二
つの国の高齢者の特性に対する差を調べてみ
ると韓国の高齢者の場合は子どもに対する満
足水準が高ければ高いほど宗教水準（r =-.078、
p<.05）が低いが日本の高齢者の場合（r =.223、
p<.05）には反対の傾向を示している。また、韓
国の高齢者の場合には肯定的情緒の経験水準が
高ければ高いほど否定的情緒（r =-.268、p<.01）
の 経 験 水 準 が 低 い が、 日 本 の 高 齢 者 の 場 合

（r =.303、p<.01）は逆に増加した。これ以外に
相関関係を形成している変数の相関の方向性は
韓国と日本の高齢者間に差がないが、有効な関係
を設定する関係性では日本の高齢者の資料から
は多く見つからなかった。さらに、日本の高齢者
を対象に主観的ウェルビーイングと身体的健康
に影響を及ぼす各要因の影響力をしらべた重回
帰分析結果からも同じような傾向があった。これ
は日本の調査対象高齢者の数が少ない為であろ
うと思われる。このような問題は今後改善される
問題であり、資料の拡大によって厳密な結果が現
れると思う。しかし、韓国と日本の高齢者を対象
に行われた本研究の結果である主観的ウェルビ
ーイングに及ぶ否定的情緒影響力と身体的健康
に及ぶ自尊心ニーズ充足要因の影響力の発見は
分析対象の数とは関係なく大きな意味を持って
いると思う。

このような制限点にもかかわらず本研究での
主観的ウェルビーイングと身体的健康に対する
韓国と日本の比較文化的な観点から調べた結果
は、心理学的な成功した老化モデルの構築や社会
福祉的な支援に一歩進んだ研究結果であり今後、
高齢者を対象にした研究の結果の流れを推測す
る時、参考資料としての意味が大きいと思う。
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はじめに

1920 年代の済生会芝病院（現在の東京都済生
会中央病院）や聖路加病院（現在の聖路加国際病
院）における医療ソーシャルワーカーの設置から
数えて 90 年近くになるにも拘わらず、わが国の
医療ソーシャルワークの歴史に関する文献はそ
の質と量においてまだ十分なものとは言い難い。
その原因の一つとしては、全国に１万人程働いて
いると推計されている医療ソーシャルワーカー
はいまだ国家資格化されておらず、その社会的認
知が低いということが挙げられるのではないか
と思われる。そして、わが国の医療の歴史を見た
とき、日本の医療が福祉を取り込んでこなかった
のは何故かということを検討しておくべきでは
ないかと思う。済生会における済生社会部の設置
は確かに医療に福祉を取り込もうとした動きで
あったと思われるが、一般化しなかったのは何故
であろうか。一般的に言われるように、済生会で
開始された福祉活動は慈恵的なものであり、近代
に繋がるものではなかったということなのであ
ろうか。

1987 年に成立した「社会福祉士及び介護福祉
士法」は、医療ソーシャルワーカーを除外したも
のであり、20 年後の一部改正においても、医療
ソーシャルワーカーの基礎資格が社会福祉士で
あると整理されたわけではない。しかしながら、
新カリキュラムに対応して執筆された幾つかの

社会福祉士養成テキストの一部に、「2006（平成
18）年、厚生労働省と専門職団体である医療社会
事業協会の間で『医療ソーシャルワーカーとは、
保健医療サービスにおいて生活相談を行う社会
福祉士である』と整理された。つまり、保健医療
領域で社会生活上の障害に対して活動をする社
会福祉士が医療ソーシャルワーカーであると定
義された」と書かれているが１）、このことを裏
付ける公式文書の存在は確認されていない。ど
うしてこのようなことが起こってきているのか。
一方、厚生労働省が医政局長名で出した通達 ｢ 医
療スタッフの協働 ･ 連携によるチーム医療の推進
について ｣（医政発 0430 第 1 号、平成 22 年 4 月
30 日付）においては、「医療スタッフ間の連携・
補完を推進する観点から、他施設と連携を図りな
がら患者の退院支援等を実施する医療ソーシャ
ルワーカー（MSW）等を医療スタッフの一員と
して積極的に活用することが望まれる」と医療ソ
ーシャルワーカーを明記していることから、厚生
労働省としては、チーム医療の一員として医療ソ
ーシャルワーカーを重視していることが推察さ
れるのである。

本稿においては、以上述べてきたような疑問点
を出発点としつつ、本研究の社会福祉学研究にお
ける位置づけを明確にし、医療ソーシャルワーク
に関する先行研究の確認とともに、論点整理を行
い、これからの研究の足掛かりとすることを目的
とする。なお、本研究は基礎研究（研究ノート）

わが国における医療ソーシャルワークの成立と
展開に関する基礎研究

　静岡福祉大学　石 光 和 雅

 

An Introductory Study on the Establishment and Development of Medical Social Work in Japan

Kazumasa　ISHIMITSU
Shizuoka University of Welfare

わが国における医療ソーシャルワークの成立と展開に関する基礎研究（石光和雅） 
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であり、研究テーマについては更に焦点を絞っ
たものにしたいと考えている。

最後に、本研究における用語について説明し
ておきたい。本研究では、「医療福祉」、「医療社
会事業」とは区別して「医療ソーシャルワーク」
という用語をテーマとして使用する。「医療福祉」
は「医療ソーシャルワーク」を内包する用語で
あるが、リハビリテーションや介護を含むもの
であり、その意味するところが多岐に渡る可能
性がある。「医療社会事業」は、「医療福祉」よ
りも「医療ソーシャルワーク」に近いものであ
るが、時代的に限定される可能性がなくもない。
また、テーマにおいて「医療ソーシャルワーカー」
ではなく「医療ソーシャルワーク」という用語
を使用することにしたが、医療ソーシャルワー
クを行う「人」だけでなく医療ソーシャルワー
ク「機能」や「方法論」についても議論を進め
ていきたいと思ったからである。

第１章　問題意識の確認

さて、筆者は、これまでわが国における医療
と福祉の発展過程を済生会の成立とその活動を
定点に、医療ソーシャルワーカーの視点から考
察してきた２）。第 1 章では、これまでの考察の
結果と問題意識の確認をしておくこととする。

第一に、わが国における医療ソーシャルワー
カー第１号は 1929 年、聖路加病院に配属された
浅賀ふさであるというのが通説となっているが
３）、わが国における医療ソーシャルワーカーの
第１号は 1926 年、済生社会部に主事として採用
され、1928 年から済生会芝病院で相談事業を開
始した清水利子であったということができるの
ではないかという点である。これは、中島さつ
きが、日本医療社会事業協会の結成 25 周年記念
講演において、「清水利子が日本の医療社会事業
の初めです」と述べていることや、讀賣新聞が
1928 年 8 月 9 日付け婦人欄において「日本最初
の病院社会事業に働く女性、新設の済生会社会
部で女子大出身の清水利子さん」と報じている
ことからも明らかであるが、清水利子の早すぎ
る死とともに、戦時体制下にあっては後任の採

用に至らなかったという経緯がある。一方、聖路
加病院においては、アメリカで専門教育を受けた
浅賀ふさによって戦時下においても医療社会事
業活動は継続され、戦後の GHQ の主導による公
共医療社会事業に引き継がれていくのである。

第二に、医療ソーシャルワーカーの必置を明文
化した無料低額診療事業（医療保護事業）は戦後
の社会保障の整備によりその必要性がなくなっ
たと言われているが、21 世紀を迎えた今日、ワ
ーキングプアや健康保険料未納者の増加が著し
い状況において、その必要性はあるのではないか
という点である。済生会は 2011 年に創立 100 周
年を迎えるわけだが、2001 年の『済生会の向か
うべき途』作成のために設置された「第三次基本
問題委員会」では、無料低額診療事業について、
①これまでの実績を踏まえ「心身障害者」「保護
者のいない独居老人」「外国人」「無医地区や医療
希薄地区の人々」「難病患者」等で医療を受ける
のが困難な人々を対象とする診療事業（福祉医
療）、②医療ソーシャルワーカーの業務の強化・
充実を図る等の取り組みをしていくとしている。
無料低額診療事業において、医療ソーシャルワー
カーの定義が明確に示されているわけではない
が、社会福祉事業法の一部改定という形で施行さ
れた社会福祉法（2000 年）においても無料低額
診療事業は継続されたということは、1990 年以
降の医療制度改革が進行する中で、医療ソーシャ
ルワーカーの役割に特に変更がないということ
が裏付けられたと見ることができなくもない。

第三には、医療ソーシャルワーカーの国家資格
化については、社会福祉士法が成立した 10 年後
の 1997 年に精神保健福祉士法が成立したことか
ら、社会福祉士一本化路線は破綻したとみるべき
であり、2007 年を目処に実現させることは歴史
的な必然であるといってもよいのではないかと
いう点である。しかしながら、（社）日本医療社
会事業協会（会員数約 3,900 名）が社会福祉士一
本化路線の道を選択し、診療報酬制度から医療ソ
ーシャルワーカーの名称を削除し、社会福祉士の
名称を入れる活動を続けたため医療ソーシャル
ワーカーの国家資格化は実現していない。一方、
筆者らは 2007 年 7 月 14 日、医療ソーシャルワ
ーカーの国家資格化を標榜する全国医療ソーシ
ャルワーカー連絡協議会を発足させ、現在９府
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県（会員数約 2,500 名）による連合体組織として
活動している４）。

第四に、医療ソーシャルワーカーにとって退院
援助業務は、好むと好まざるとに拘わらず、益々
重要な課題となるであろうという点である。この
ことは、2008 年度の診療報酬改定において、退
院支援計画書の作成、退院支援調整、後期高齢者
総合評価、後期高齢者退院調整加算等の算定が評
価され、この算定が認められる施設基準として病
院には、入院患者の退院に係わる調整・支援に関
する部門が設置され、退院調整に関する経験を有
する専従の看護師、または社会福祉士、5 年以上
の経験のある医療ソーシャルワーカーが 1 名配置
され、週 30 時間以上退院調整の業務に従事して
いることが条件とされたのである５）。医療ソー
シャルワーカーは退院援助業務に振り回されて
いるということができる。

第五に、医療ソーシャルワーカー自身が、厚生
労働省が 2002 年に改定医療ソーシャルワーカー
業務指針（新指針）を出した意味について敏感に
反応していかなければならないという点である。
GHQ の強い指導により保健所に「医療ケースワ
ーカー」が配置されるようになった 1947 年から、
医療ソーシャルワーカーの業務については「保健
所における医療社会事業の業務指針」（1958 年厚
生省公衆衛生局長通知）、「医療ソーシャルワーカ
ー業務指針」（1989 年厚生省健康政策局長通知）
により具体的に提示されてきたが、国家資格化さ
れていない医療ソーシャルワーカーの業務指針
を国が積極的に改定してきた意味を改めて検討
する必要があるのではないかということである。

第２章　本研究の社会福祉学研究における
　　　　位置づけ

わが国における医療ソーシャルワークの成立
と展開についての研究を始めるに当たって、本研
究の社会福祉学研究における位置づけを明らか
にしておきたい。その際、社会福祉学研究に関し
ては、いずれも 2008 年に刊行された日本社会福
祉学会の編集による『福祉政策理論の検証と展
望』（中央法規）と、稲沢公一と岩崎晋也の共著

による『社会福祉をつかむ』（有斐閣）を参考に
整理していくこととする。この二つの文献を参考
にする理由としては、前者は、福祉系大学院での
専門演習や隣接・関連領域の研究者レベルでの福
祉政策論に関する研究入門書として書かれ、後者
は、社会福祉の入門書として初心者を対象としな
がらも、政策論としてはレベルの高いものを目指
しており、本研究の社会福祉学における位置づけ
を明確にするうえで重要な文献であるからであ
る。

第１項　歴史の視点から見た政策・理論研究
（１）岩崎（2008）の区分によれば６）、明治維新
以降の戦前の歴史を４つの時代、すなわち、日露
戦争、第一次世界大戦、日中戦争を節目とし、こ
れらの戦争がもたらした産業化の進展や社会問
題の深刻化が、新たな社会福祉政策の段階を必要
としたとする。岩崎の区分に沿って整理すると以
下の通りである。

第１期：慈善事業の時代
　　　（明治維新〜日露戦争）

・政府は例外的な救済（恤救規則）
・キリスト教徒による先駆的事業

第２期：感化救済事業の時代
　　　（日露戦争〜第一次大戦）

・民間慈善団体の組織化
・救貧よりも防貧を重点化

第３期：社会事業の時代
　　　（第一次大戦〜日中戦争）

・国家の救済責任を肯定（救護法）
・民間の人材を組織化（方面委員制度）

第４期：戦時厚生事業の時代
　　　（日中戦争〜第二次大戦）

・すべての国民を対象
・すべての政策が国防を目的

戦後の歴史も、４つの時代に区切って理解する
ことができるとする。すなわち、
第５期：GHQによる占領期
　　（第二次大戦〜占領終了）

・国家による生存権保障
・福祉三法体制（貧困、児童、身体障害）



静岡福祉大学紀要  第 7 号（2011 年 1 月）

42

第６期：高度経済成長期
　　　（占領終了〜石油危機）

・福祉六法体制
（三法＋知的障害、高齢、母子）
・国民の福祉権運動

第７期：福祉制度見直し期
　　　（石油危機〜少子高齢化の本格化）

・日本型福祉社会の構想
・コミュニティ・ケアへの転換

第８期：福祉制度改革期
　　　（少子高齢化の本格化〜現在）

・福祉サービスの契約化
・民間営利企業の参入

英国ロンドンのロイヤル・フリー病院にアーモ
ナー（後に医療ソーシャルワーカーと改称）が設
置されたのは 1895 年であるが、これは岩崎の区
分においては戦前第１期の時代であったという
ことができる。また、済生会の成立は、第２期の
1911 年のことであり、清水利子が医療ソーシャ
ルワーカーとして配置されるのは第３期の 1928
年であった。しかしながら、済生会は形式的には
恩賜財団という民間の形式をとりながら、運営に
は行政が関与し、その功績は天皇の慈恵に結びつ
けられたということから、戦後の医療ソーシャル
ワークの展開に直接繋がるものではなく、天皇制
に結びついた特殊なものであったと受け止めら
れている。そうはいいながらも、清水利子を教育
した生江孝之は、米国においてボストン医科大学
教授であるキャボット博士の病院社会事業を発
見し、その調査を行ったという経緯があるだけ
に、医療ソーシャルワークに対する考え方の根底
には、1929 年、聖路加病院に医療ソーシャルワ
ーカーとして配属され、戦後の展開にも繋がる浅
賀ふさと同じものであったということができる
のではないか７）。

（２）次に、永岡（2008）の論考を参考に「歴史
の視点」から本研究の社会福祉学研究における位
置づけを明らかにしておきたい。永岡は、日本に
おける政策と理論展開の特質や問題の概括的な整
理として、①社会福祉の歴史認識と総合性、②日
本社会福祉の歴史的展開と政策・理論、③歴史か
ら見た課題、の３つの節に分けて説明している８）。

①の社会福祉の歴史性に関して言えば、阿部志
郎の「一見、戦前との隔絶のうえに形成されたか
にみえる戦後社会福祉は、決して無から有を生じ
たのではなく、戦前戦中の限界と挫折を認めつ
つ、なお、二分せずに、非連続の連続として把握
し、地下水のように流れつづけ、それが戦後に達
している継承的側面を謙虚に学ぶべきではなか
ろうか。」という言葉を紹介している。永岡が指
摘するように、戦前と戦後の関係に内包された構
造的・思想的課題にもつながる、大きな文脈から
捉えていく歴史的視点からのアプローチは、基礎
的な視角や価値や展望を確かなものにしていく
上で重要なものである９）。わが国における医療
ソーシャルワーカーの第１号が済生会の清水利
子ではなく聖路加の浅賀であるということが通
説となっていることについては既に述べたが、阿
部の歴史観に立った再検討が加えられる余地を
残しているのではないかと考えている。

②の日本社会福祉の歴史的展開と政策・理論で
は、永岡は「歴史の転換期」に限定して見ていく
として以下の通り、６つの時期を取り上げてい
る。

（戦前）
　第１の転換期：感化救済事業期
　　・「日露戦後経営」の時期
　　・中央慈善協会、済生会の成立など
　第２の転換期：社会事業成立・展開期
　　・癩予防法に見られる患者強制隔離政策の
　　　徹底化
　第３の転換期：戦時厚生事業展開期
　　・国家総動員法
（戦後）
　第４の転換期：戦後の社会事業再建期
　　・GHQの占領政策
　　・皆保険皆年金制度
　　・六法体制
　　・朝日訴訟
　第５の転換期：高度経済成長期
　　・急速な高齢化の予測とノーマライゼー
　　　ションの国際潮流と結びついた福祉
　　　改革の始まり
　　・1970年代後半以降の低成長期の財政抑制
　第６の転換期：社会福祉基礎構造改革期



43

　　・バブル景気の崩壊
　　・新自由主義を基調とした規制緩和
　　・社会福祉法改正
　　・ハンセン病患者の権利回復

近年、医療ソーシャルワーカーにとって退院援
助業務が重要な課題となった分岐点をどこに求
めるのかという課題は、医療ソーシャルワークの
成立と展開過程を研究する上で重要であると思
われる。

第２項　基礎構造改革に関する研究動向
本項では、1990 年代に始まる社会福祉基礎構

造改革に関する研究動向を確認しておきたい。
2008 年に刊行された日本社会福祉学会編『福祉
政策理論の検証と展望』の第１部は「構造改革の
検証と課題」であり、（１）基礎構造改革と福祉
財政、（２）福祉供給体制の再編、（３）高齢者福
祉政策、（４）障害者福祉政策の検証が展開され
ている。

（１）山本（2008）は、社会福祉基礎構造改革にお
ける財政・供給体制の変容を検証し、高齢者・障
害者分野の政策課題について提言している１０)。
介護保険制度を持続可能な制度にするために、
2006（平成 18）年度の介護保険法改正では大きな
転換が図られ、その主な改革の柱の一つは「介護
予防」であった。この予防活動を充実させていく
ことで、医療費や介護費用を抑制できることは確
かだが、それでも、介護保険制度において、財政
規律を保つこととサービスの質の向上という二つ
の目標を達成するのは困難であるという。今後の
課題としては、保険者＝都道府県、追加財源＝租
税という再設計を行わなければ「介護の社会化」
は達成できなくなると指摘する。障害福祉におけ
る問題点は、障害者自立支援法が利用者負担の定
率化をうたったことであり、そのことが利用者に
過重な負担を発生させ、利用を抑制させるという
重大な結果を招くことになったという。障害者自
立支援法の抜本的な見直しが進められているが、
その課題としては、第 1 に、利用者負担について
は、今後は応能負担とし、負担できない者には軽
減措置を徹底すべきであるとする。第 2 に、所得
認定の範囲については、やはり「個人の所得」に

すべきであると指摘する。第 3 に、事業者報酬に
ついては、日払い方式は経営を不安定にしてお
り、その見直しが必要であるとする。第 4 に、障
害程度区分の認定調査項目については、障害特性
をより適切に反映する項目を設ける必要があると
する。第 5 に、地域生活支援事業の国庫負担の義
務化について、移動支援事業を介護給付の対象に
組み入れることを提案している。

（２）小林（2008）は、社会福祉サービス供給体
制の再編という観点から社会福祉基礎構造改革の
幾つかの論点を整理している１１）。第 1 に、サー
ビス利用構造が契約関係に移行したとしても、何
らかの行政責任の枠組みを設ける必要があり、サ
ービス利用者の資格審査（介護保険における要介
護認定、障害者自立支援法における障害程度区分
認定等）を行うことになったこと。第 2 に、サー
ビス利用方式が大きく変化し、サービス利用者が
選択権を行使することで権利性が確保されること
になったが、サービスの「利用資格化」という問
題がでてきたこと。第 3 に、利用者によるサービ
スの選択に際して必要となる「意思能力」の問題
がでてきたことである。また、サービス提供構造
の変化の面で、第 1 に、行政は出来る限りサービ
スの直接提供者であることをやめ、その役割を民
間の事業者に委ねるようになったこと。第 2 に、
民間事業者のうち公的関与が強い社会福祉法人な
どのサービス事業者に経営主体であることが求め
られるようになったこと。第 3 に、サービス利用
に関する支援システムとして、サービス利用者と
サービス提供者（事業者）の間に立ってサービス
利用を支援する仕組みを導入する必要がでてきた
こと。第 4 に、 現場のサービス提供場面におい
て、利用者の個別性を尊重し、そのニーズに適
切に応えるべきであるとする要請と、業務をで
きるだけ効率的に実施しなければならないとす
る経営面からの要請との間に不断の緊張があり、
職員が個別性と効率性との間で悩むことになっ
たこと、である。

（３）白澤（2008）は、基礎構造改革は、介護保
険制度とその後の社会福祉法の制定をこの 20 年
間での重要なエポックとして位置づけることがで
きるとし、高齢者福祉分野での政策は大きく３つ

わが国における医療ソーシャルワークの成立と展開に関する基礎研究（石光和雅） 
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のターニングポイントがあるとする１２）。そしてこ
の３つのポイントでの政策転換は、戦後 60 数年
の歴史のなかで、最も急激で短期間での変化であ
ったため、政策を理論的に整理できていないとい
う。白澤の整理によれば、最初のターニングポイ
ントは平成初期 1989 年であり、社会福祉士が国
家資格化された直後である。2 番目のターニング
ポイントは 2000 年であり、社会福祉法が制定さ
れ、介護保険法が施行された時期である。3 番目
のターニングポイントは 2005 年であり、障害者
自立支援法と改正介護保険法が制定された年であ
る。この改革が高齢者保健福祉政策のサービス面
にもたらした功罪については次のように整理して
いる。功としては、活用できる財源を一時期飛躍
的に伸ばすことができ、サービス利用者から一定
の評価を得ることになったこと。しかし、未だ利
用者の自己責任と消費者意識が確立しておらず、
自己選択・決定を基調とするサービス利用での契
約体制が確立したとは言い難く、一方で公的責任
が弱くなったと思われること。罪として、高齢者
間での経済的格差を拡大する一因を生み出したこ
と。介護予防の登場は従来の保険原理を逸脱する
ものであり、それはメタボ検診など医療保険にお
いても行われるようになったことを挙げている。
また、改革がサービス・デリバリー・システムに
もたらした功罪として、高齢者から他の人々に対
象を広げていく方向性が見えてきたが、このシス
テムの中に、本来不可欠であるはずの社会福祉士
等のソーシャルワーカーが定着しきれなかったこ
とがあり、研究者の責任は大きいという。この点、
果たして一人研究者の責任であったのかどうかは
分からないが、社会福祉士法成立直後から始まっ
た基礎構造改革の流れに翻弄されるような形で、
社会福祉士がその存在感を確立できずに今日に至
ったという歴史認識をもつべきであろうと筆者は
考える。

（４）佐藤（2008）は、障害者福祉分野の社会福
祉基礎構造改革は、2000 年の支援費制度（2003
年４月実施）で「５合目」に至り、2005 年の障
害者自立支援法（2006 年 4 月実施）で「８合目」
を達成し、時期未定の「介護保険への障害者福祉
の統合」で完成するというのが政府のシナリオだ
と思われるという１３）。社会福祉基礎構造改革は

社会福祉理念の変更を伴っており、その影響はと
くに障害者分野で大きい。「自助」論と通じる「応
益負担原則」の決定は障害者福祉を利用者個人の
利益とするもので、「障害を社会全体で担う」考
え方や、それを基礎とした「応能負担」とは異な
る認識であり、「この子らに世の光を」でなく、「こ
の子らを世の光に」と言った糸賀一雄の思想とは
全く異なる思想を政策の基本としたものであり、
そこからの再転換をどう図るかは研究者を含めた
すべての関係者の責務であるという。

第３章　医療ソーシャルワークに関する
　　　　先行研究

ここでは、本研究の社会福祉学研究における
位置づけを明らかにしていく観点から、まずは、

（１）1960 年に創刊された日本社会福祉学会学会
誌『社会福祉学』、（２）1967 年創刊の鉄道弘済
会『社会福祉研究』、（３）1975 年創刊のソーシ
ャルワーク研究所『ソーシャルワーク研究』（相
川書房）、（４）1989 年創刊の総合社会福祉研究
所『総合社会福祉研究』に収められている医療ソ
ーシャルワークに関する先行研究を、いささか総
花的ではあるが文献目録的に整理しておくこと
とした。研究テーマに即した先行研究目録は、改
めて作成することとする。

（１）日本社会福祉学会　『社会福祉学』
　＊１巻・第1号・1960年３月31日創刊
　＊第７号・1967年

「医療ソーシャルワークの機能について」　
窪田暁子・小野哲郎・小林育子

　＊第13号・1972年
「医療社会事業の問題点−今日の医療をめぐ
る状況の中で−」児島美都子

「日本医療社会事業協会の現状と今後の課
題」田戸静

　＊第22-1号・1981年
「植物状態患者家族との取り組み−医療ソー
シャルワーカーの実践記録」足利量子

　＊通巻41号・第30-2号・1989年
「保健医療におけるソーシャルワーク面接の
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構造分析」南彩子・武田加代子・杉本照子
　＊通巻47号・第33-2号・1992年

「済生会の成立と展開−大阪の場合−」　　
中西よしお

　＊通巻49号・第34-2号・1993年
「慈恵的救療と民衆−成立期済生会事業の特
質について−」中西よしお

　＊通巻55号・第37-２号・1996年
「ソーシャルワーク実践における価値−医師
・看護婦・ソーシャルワーカーの比較」　　
南彩子・武田加代子・杉本照子

　＊通巻56号・第38-１号・1997年
「転院援助行為とソーシャルワーカーの日常
活動」大本和子

　＊通巻59号・第39-2号・1999年
「医療機関における『枠組みとしてのチーム』
の形成とその意義」高山恵理子

　＊通巻61号・第40-2号・2000年2月
「ヘルスケア領域における専門職間連携−ソ
ーシャルワークの視点からの理論的整理−」
松岡千代

　＊通巻62号・第41-1号・2000年7月
「医療機関におけるソーシャルワーク業務の
実証的検証−特定機能病院における『退院計
画』援助の定着−」高山恵理子

「医療ソーシャルワーカーの職務の特徴−ア
イデアルイメージと実践的意識の比較−」　
南彩子・武田加代子

　＊通巻65号・第42-2号・2002年3月
（実践報告）「多発性硬化症の発症に随伴する
急性悲嘆への初期介入を試みた一事例」　　
富樫八郎

　＊通巻66号・第43-1号・2002年8月
「医療ソーシャルワーカーのコーディネーシ
ョンに対する患者、家族、院内外関係者、ワ
ーカーの満足度評価分析−効果性の評価視
点に基づく医療福祉システムコーディネー
ト機能の評価−」加藤由美他

「血液透析患者の対処−共分散構造分析によ
るモデル構築の試み−」藤田譲

　＊通巻69号・第44-2号・2003年11月
（調査報告）「太平洋戦争下の日本における医
療社会事業実践−聖路加国際病院のケース
記録の分析−」仲野真由美

　＊通巻75号・第46-2号・2005年11月
「筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者におけ
る人工呼吸器装着の自己決定過程−患者・家
族・専門職の認識のズレと相互作用による変
化−」隅田好美

　＊通巻81号・第48-1号・2007年5月
「初期病院社会事業の実践−泉橋慈善病院病
人相談所について−」高橋恭子

　＊通巻85号・第49-1号・2008年５月
「血液透析患者の家族における療養負担感と
療養継続困難感の関連性」竹本与志人、香川
幸次郎

　＊通巻86号・第49-2号・2008年８月
「患者・家族・専門職における〈認識のズレ〉
−筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者への支援
−」隅田好美

（調査報告）「在宅脳卒中患者における QOL
とライフスタイルおよび社会的支援との関
係」武田知樹、波多野義郎

　＊通巻87号・第49-３号・2008年11月
「急性期病院における患者と家族の体験する
悲嘆作業−３つの『観察軸』を用いたソーシ
ャルワーク・アセスメント−」大賀有記

「らい予防法下のハンセン病患者への生活支
援−国立療養所におけるケースワーク事例
を通して−」守本友美

　＊通巻92号・第50-４号・2010年２月
「医療生活協同組合組織化の史的考察−伊勢
湾台風被災地の名古屋市南区南部の事例か
ら−」浅井純二

（２）　鉄道弘済会　『社会福祉研究』
　＊1967年12月創刊
　＊第2号・1968年６月

「病院ソーシャルワーカーからみたアルコー
ル中毒者の問題」窪田暁子

　＊第3号・1968年11月
「医療社会事業の課題」児島美都子

　＊第5号・1969年10月
「国保患者家族の生活実態とその問題点−精
神障害者家族 28 例を通してみた−」　　　　
大野勇夫

「原爆被害者の家族生活周期に見る特質−家
族構成破壊とその後遺症をめぐって−」　　

わが国における医療ソーシャルワークの成立と展開に関する基礎研究（石光和雅） 
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原田勝弘
　＊第7号・1970年10月

「精神医療から見た生活保護の実際」　　　
垂石啓芳

「家族病としてのアルコール中毒」黒川昭登
　＊第24号・1979年4月

「患者、家族と家族外関係−その相互作用を
めぐって」尾崎新

　＊第25号・1979年10月
（随想）「私の研究をふり返って（３）医療
社会事業について気になること」浅賀ふさ

　＊第26号・1980年4月
「患者、家族と家族外関係−家族境界の臨床
的考察−」尾崎新

　＊第27号・1980年10月
「患者、家族と家族外関係、最終報告−日常
生活における社会関係の構造−」尾崎新

　＊第33号・1983年10月
「専門職としての評価法開発の過程−医療ソ
ーシャルワーカーの場合−」阪上裕子

　＊第38号・1986年4月
「わが国の社会福祉研究の特色−日英の社
会福祉カテゴリー体系の比較から−」　　
京極高宣

　＊第41号・1987年10月
「医療・保健分野で働くソーシャルワーカー
のアイデンティティ」杉本照子

　＊第42号・1988年4月
「保健・医療・福祉におけるソーシャル・サ
ポート・ネットワーク−その前提と課題−」
西三郎

（随想）「私の実践・研究を振り返って（20）
医療社会事業の歩みと資格制度」中島さつき

　＊第47号・1990年4月
「90 年代の国民の生活と健康−福祉・保健・
医療の連携−」山手茂

　＊第49号・1990年10月
「医療ソーシャルワーカーの業務と資格−二
つの業務指針の意味するもの−」菊池武明

　＊第50号・1991年4月
「スモン患者の生活変化とその対応に関する
研究」小沢温、手島陸久他

　＊第54号・1992年7月
「保健医療におけるソーシャルワーカーの資

格問題−ソーシャルワーカーの大同団結の
時にあたって−」杉本照子

　＊第69号・1997年7月
「福祉専門職制度 10 年の評価と課題−ソーシ
ャルワーカー資格を中心に−」京極高宣

「医療におけるソーシャルワーカーの役割と
資格制度化をめぐる論争点−なぜ社会福祉士
と別資格を設けようとするのか？−」山手茂

「医療専門職からみた医療ソーシャルワーカ
ーの役割・位置づけ」増子忠

　＊第86号・2003年４月
「保健福祉・医療福祉系大学における社会福
祉教育のあり方」岡田善篤

　＊第88号・2003年10月
「多様化する家族問題と支援方法−病院ソー
シャルワーク実践への家族療法の応用−」　
堀越由紀子

（３） ソーシャルワーク研究所
『ソーシャルワーク研究』　相川書房

　＊1975年創刊
　＊Vol.２、No.２、1976年

「日本における医療社会事業の現状と課題」
中島さつき

「病院ソーシャルワークの新しい方向」エマ
ニュエル・ハロウィッツ著荒川義子抄訳

　＊Vol.４、No.４、1978年
「日本医療社会事業における今日的課題−実
践の視点から−」杉本照子

「『医療チーム』にみるソーシャルワーカーの
役割」深沢里子

　＊Vol.５、No.１、1979年
（研究ノート）「医療ソーシャルワーカーの諸
問題−資格制度化運動と医療ソーシャルワ
ーカーの課題−」柴山悦子

　＊Vol.５、No.３、1979年
（研究ノート）「医療ケースワークにおける単
身者の問題」中村千夏・松山容子

　＊Vol.７、No.２、198１年
「ＭＳＷの実習と現任訓練」平泉順子

　＊Vol.７、No.３、1981年
（特集）「ソーシャルワーク実践におけるスー
パービジョン−病院におけるスーパービジ
ョン−」森野郁子
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　＊Vol.７、No.４、1981年
（特集）「ソーシャルワーク実践と障害者福祉
−リハビリテーションセンター病院における
グループワーク−」山口ハツヨ

　＊Vol.９、No.３、1983年
「医療ソーシャルワークにおけるリサーチの
課題−間接的サービスの中で果たす役割−」
南彩子・菅真知子

　＊Vol.10、No.１、1984年
（研究ノート）「イギリスの医療ソーシャルワ
ークに学ぶ−日本との比較を通して−」　　
寺本喜一

　＊Vol.10、No.４、1984年
「脳卒中のリハビリテーションについて−そ
のケースワークの現状と課題−」吉川洋正

　＊Vol.12、No.２、1986年
「今、ＭＳＷは、何をすべきか」島影俊英

　＊Vol.13、No.４、1987年
「保健・医療領域でのソーシャルワーカー資格
−日本医療社会事業協会の動きを中心に−」
橘高通泰

　＊Vol.14、No.２、1988年
（研究ノート）「熊本における在宅ケア支援シ
ステムと訪問−ＭＳＷの立場からシステムづ
くりの試みと民間病院の訪問（看護）指導を
考える−」斉場三十四

　＊Vol.14、No.４、1988年
（研究ノート）「未来志向ケースワークに関す
る試論的研究（２）−難病患者へのアプロー
チを通じて−」星野有史

　＊Vol.15、No.１、1989年
「病院におけるソーシャルワーク実習−現状
と課題−」吉田雅子

　＊Vol.15、No.２、1989年
「医療及び福祉サービスにおける専門職と管
理職の役割（英国の経験）」Ｗ・ハーバート、
岡田藤太郎訳

　＊Vol.16、No.１、1990年
「病院の医療社会事業部におけるインテーク
−異なった紹介理由によって紹介された事例
について−」赤城建夫

　＊Vol.16、No.２、1990年
「医療ソーシャルワークにおけるライフモデ
ル考」大坂純

　＊Vol.17、No.４、1991年
「脳血管障害患者の復職状況−星ヶ丘厚生年
金病院における実態調査より−」　門野晶・
島影俊英

　＊Vol.18、No.１、1992年
「保健福祉サービスにおけるケースマネジメ
ント−その一般化と多様化−」　前田信雄、
高橋誠一

（研究ノート）「脳血管障害者の社会参加の実
情−広島鉄道病院の場合−」山口徹二

　＊Vol.20、No.２、1994年
（研究ノート）「Ｒ・Ｃ・キャボットの医療福
祉思想に関する一考察−その患者観を中心に
−」山井理恵

　＊Vol.20、No.４、1994年
（研究ノート）「保健・医療機関におけるソー
シャルワーカーの立場性に関する一考察−院
内ニュースを媒介として−」齋藤順子

　＊Vol.21、No.１、1995年
「高齢透析者にとっての透析と透析医療−聞
き取り調査を通じて−」須小みどり

　＊Vol.21、No.４、1995年
「浅賀ふさ先生と日本のソーシャルワーク」
児島美都子

　＊Vol.22、No.４、1996年
「人工呼吸器装着患者と関わって−重症患者
の“人間の尊厳”を考える−」黒坂和子

　＊Vol.23、No.３、1997年
（特集：医療分野におけるソーシャルワーカ
ーの任務）

「保健医療領域におけるソーシャルワークの
現状と課題−変動する医療・福祉状況のなか
で−」大谷昭

「医療分野におけるソーシャルワーカーの任
務−ハイリスクを抱える高齢者の一人暮らし
生活への復帰を支えるソーシャルワーク援助
について−」木下裕美

「老人医療のよりよい『場』の確保と MSW
の機能」村上須賀子・渡邊佳代子

「ソーシャルワーカーが行う退院援助の意義
と今日的課題」取出涼子

「ソーシャルワーカーと医療専門職との協働
−リハビリテーション・チーム医療の経験か
ら−」小原眞知子

わが国における医療ソーシャルワークの成立と展開に関する基礎研究（石光和雅） 
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「医療ソーシャルワークのカリキュラムのあ
り方−日本におけるソーシャルワークの分野
特定に関する一考察−」伊藤淑子

　＊Vol.25、No.１、1999年
「福祉・保健・医療のネットワークにおける
医療ソーシャルワークの機能」福山和女

「保健医療と福祉のネットワーク−医療ソー
シャルワークが経験してきたこと−」　　　
堀越由紀子

　＊Vol.32、No.４、2006年
（研究ノート）「心臓リハビリテーションを続
ける虚血性心疾患患者のエンパワメントのプ
ロセスについて」鈴木依子

　＊Vol.33、No.３、2007年
「実践から得た協働−聖マリアンナ医科大学
病院における多職種統合部署の総合相談支援
のかたち−」坪田由紀子

　＊Vol.34、No.、2008年
（研究ノート）「他職種への情報開示における
医療ソーシャルワーク記録の構造−カルテ等
との共有記録との関係−」廣瀬豊

　＊Vol.35、No.１、2009年
「急性期医療におけるソーシャルワーカーの
介入方法の検討−介入機関の確保による援助
の向上に向けて−」萬谷和広

　＊Vol.36、No.１、2010年
医療ソーシャルワーカーの業務困難性調査指
標開発の試み」大松重宏

（４） 総合社会福祉研究所　『総合社会福祉研究』
　＊1989年12月創刊

特集「戦後社会福祉の総括と課題」
　＊第3号・1991年7月

（社会福祉情報）「医療ソーシャルワーカーの
資格制度の動向」植田章

　＊第5号・1992年11月
「脳死・臓器移植と基本的人権」　野村拓

　＊第6号・1993年8月
「社会福祉と医学・医療のかかわり」　　　　
武南千賀子

「医学教育と社会福祉」　野村拓
　＊第7号・1994年10月

「医療ソーシャルワーカーの資格制度」　　　
竹中哲夫

　＊第9号・1996年5月
「阪神・淡路大震災と地域の医療・福祉」　　
岩田伸彦

　＊第11号・1997年６月
「石川県における医療・福祉問題研究と政策
づくり」横山寿一

　＊第18号・2001年3月
「医療生活協同組合運動と医療・福祉の公的
責任」濱口逸記

　＊第20号・2002年3月
（海外福祉情報）「イギリスの医療保障の現在」
国京則幸

　＊第24号・2004年3月
「医療・福祉事業の市場化と業績評価、マネ
ジメントの課題−自治体におけるニュー・パ
ブリック・マネジメント思想の検討を糸口に
して−」大松美樹雄

　＊第26号・2004年11月
（現場実践レポート）「受診抑制と医療を受け
る権利」赤坂律子

　＊第29号・2006年11月
「診療報酬 06 年 4 月改定と今後の課題−国民
総攻撃の医療・介護・自立支援−」奥村慶雄

　＊第30号・2007年3月
「社会福祉専門職教育における『原爆被害』
継承の可能性−被爆者の生活史把握を重視し
た教育実践の分析を通して」黒岩晴子

　＊第35号・2009年10月
「退院援助の課題−生活実態からの考察」　　
村上武敏

（５）　その他
その他、全国社会福祉協議会『月刊福祉』は、

1909 年に『慈善』として創刊され、その後 1917
年 に『 社 会 と 救 済 』、1946 年 に『 社 会 事 業 』、
1961 年より『月刊福祉』として現在に至ってい
るが、1997 年以降のテーマとしては、
＊1997年3月号「社会福祉の専門職制度の今後」
＊2001年4月号「生と死」
＊2004年12月号「社会保障制度改革とこれから

の社会福祉（２）年金、医療と社会福祉」
＊2006年5月号「医療と福祉」
＊2007年4月号「地域における医療・福祉連携の

課題」
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＊2007年9月号「これからの在宅介護・医療はど
う変わるのか？」

といったものである。
また、1964 年に創刊された日本医療社会事業

協会『医療と福祉』の巻頭言は初代会長である浅
賀ふさの『人間の医学をめざして−創刊にあたっ
ての贈る言葉』であった。浅賀は、この巻頭言で、

「アメリカからはいってきたといわれるケースワ
ークは、今から百年前同国における慈善組織運動
ではたらいた人びとが、人間に焦点をおいて、貧
困問題と強力に取組んだところから発展してき
た。社会事業の方法技術で、ケースワークの総合
性と機動性が患者と医療を、またある患者には経
済的援助、家庭や職業の人間関係等の調整を結び
つける、時には水の役割、またあるときはセメン
トの役割を果たすものである」と書いている。

第４章　論点の整理

以上、極めて不十分ではあるが、本研究の社会
福祉学研究における位置づけと、医療ソーシャル
ワークに関する先行研究の整理を試みてきたが、
本項では、わが国における医療ソーシャルワーク
の成立と展開に関する研究の論点を整理してお
きたい。

第 1 に、わが国の医療供給体制と医療ソーシャ
ルワークとの関係である。わが国の医療供給体制
を支えているのは、医療法と医療保険制度と診療
報酬制度の三つの柱であると考えられる１４）。一
つ目の柱である医療法は、戦時立法として作られ
た国民医療法を前身としているが、戦後は、国民
に適正な医療を確保するためには、医師・歯科医
師等の医療従事者の資質の向上と、医療を提供す
る医療機関の適正化と医療機関の整備・改善を図
ることが必要とされたのである。また、医療法
施行令（昭和 23 年 10 月 27 日政令第 326 号）第
4 条の７で、「精神病、結核その他厚生大臣が定
める疾病の患者を収容する病室を有する病院は、
厚生省令で定める従業員の標準によらないこと
ができる」としたことから、精神病、結核、及び
ハンセン病は医療法の「除外規定」を受ける疾病
として福祉的な対応が求められたということが

できる。二つ目の柱である医療保険制度について
は、1958 年の人権裁判とも呼ばれた朝日訴訟を
契機に、国民が保険証 1 枚で医療が受けられる制
度が確立したわけだが、朝日訴訟における児島美
都子の医療ソーシャルワーカーとしての活躍は
特記すべきものである１５）。三つ目の柱である診
療報酬制度は、政策的に医療の配分を決めるもの
であるが、近年、診療報酬制度に社会福祉士が明
記されるようになり、これを以て医療ソーシャル
ワーカーの資格化問題は決着がついたという見
解が出されるようになってきたが１６）、果たして
そうであろうか。そのことも含め、診療報酬制度
と医療ソーシャルワークの関係を整理しておく
べきではないかと考える。

第 2 に、医療制度改革と医療ソーシャルワーク
の関係である。医療保護事業として登場した無料
低額診療事業は、2000 年に改定された社会福祉
法においても存続することとなったが、その後の
2003 年第４次医療法改正、2007 年第５次医療法
改正を通しても、その存在意義はあると考えられ
ているのだろうか。わが国において、医療ソーシ
ャルワーカーの設置が明記されている事業であ
るだけに、重要な論点の一つではないだろうか。
無料低額診療と医療ソーシャルワーク、医療制度
改革と無料低額診療事業の関係を分析すること
によって、わが国における医療ソーシャルワーク
の課題が明らかになる可能性があるのではない
か。1990 年代に始まる医療制度改革は、医療に
おける「質の向上とコスト削減」という目標を達
成しようとするものである。そのような状況のも
とで、医療ソーシャルワーク機能を活用し、医療
ソーシャルワーカー以外の医療専門職が退院支
援に効果を上げているという現実があるのでは
ないか。

第 3 に、社会福祉学の体系における医療ソー
シャルワークの位置づけについてである。山手

（1996）は、社会福祉学研究者としてなすべきこ
とは、社会福祉学研究者の社会的使命を自覚し、
社会福祉の諸分野における医療社会福祉の位置、
ソーシャルワーカー全体のなかの医療ソーシャ
ルワーカーの位置、および社会福祉学の体系にお
ける医療社会福祉学の位置を客観的に認識し、現
実的課題を体系的・論理的に検討することである
と述べているが１７）、筆者も全く同感である。わ
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が国においては、ソーシャルワーカーの専門職
団体は、日本ソーシャルワーカー協会、日本医
療社会事業協会（2010 年度８月８日の臨時総会
で、日本医療社会福祉協会と名称変更する定款変
更が承認された）、日本精神保健福祉士協会、日
本社会福祉士会の４団体があり、４団体の中で
2012 年度の専門社会福祉士認定制度の運用開始
に向けて調整が進められている。しかしながら、
医療ソーシャルワークの専門性や資格制度につ
いてはまだ議論の余地があると思われる。介護保
険と医療ソーシャルワークや医療ソーシャルワ
ークの専門性と職能団体などは重要な論点の一
つである。

おわりに

本稿は、研究ノートとして、わが国における医
療ソーシャルワークの成立と展開に関する論点
整理と先行研究の一部の整理を試みたものであ
る。かつて、済生会の成立と医療福祉の展開をテ
ーマに論文を書いた時、佛教大学の故中村永司教
授は筆者に清水利子について調べてみるように
言われた。中村（2004）は、清水利子について「わ
が国の医療福祉の実践を学ぶ者にとって、彼女の
存在意義は絶大なものがある。医療福祉の実践の
近代化と業務の明確化に多くの情熱を傾けた彼
女の姿に敬服するものである。当時の三井記念病
院の上流婦人慈善団体が提供した患者サービス
とは基本的に異なった視点で業務の開拓を行っ
ている。何よりも、彼女の存在価値は、医療福祉
を学び、実践する者に大きな指針と誇りを与える
ものである」と述べている１８）。1928 年８月９日
付け讀賣新聞の婦人欄に「日本最初の病院社会事
業にはたらく女性、新設の済生社会部で女子大出
身の清水利子さん」として紹介された彼女の写真
と、清水利子が医療ソーシャルワーカーの大先輩
であり日本社会事業学校研究科の前身である社
会事業研究生の１期生であることを発見した時
は、研究者としての喜びを感じたものである。筆
者が修士課程に在籍していた 2001 年に、中村は、

「イギリス医療慈善係（アーモナー）の専門職の
経緯と展開」、及び「社会福祉援助方法の新たな

展開」を発表している 19）。また、晩年においても、
イギリスに行き、アーモナーの研究に情熱を注い
でいたと聞く。中村教授の遺志を引き継ぎ、わが
国における医療ソーシャルワークの源流を検証
し、現在の医療ソーシャルワークの問題点と課題
を明らかにしていきたい。

【注記・引用文献】
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出版2009年、ｐ）において、わが国の医療供給体制の基
本的構造は、まず「医療法」が医療提供の法的枠組み
を規定し、そして医療の経済的基盤を「健康保険法」
を中心とした医療保健制度で支え、医療費の配分を目
的とした「診療報酬制度」でわが国の医療が成り立っ
ている、と述べている。
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べている。

1６）二木立は、「医療制度改革と増大する医療ソーシャルワ
ーカーの役割」（『学術の動向』日本学術協力財団2007
年10月号）の中で、「一部の医療ソーシャルワーカー（
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完全に消滅したと言えます」と書いている。

1７）山手茂『福祉社会形成とネットワーキング』社会学・
社会福祉学論集２，亜紀書房1996年ｐ214
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